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研究要旨 

本研究は、世界健康安全保障行動グループ会合（GHSAG）を含む、国内外のネットワーク

を通じて国内外の最新の科学的・政策的知見を集約し、各国の政策・実事例の分析を行うと

共に、諸外国・GHSAG 等で先進的に検討されている各種ガイドライン・対応マニュアル等を

踏まえ、本邦でも活用可能な資料として整理を行う。その結果を厚生労働省に提示し、本邦で

の CBRNE テロに対する健康危機管理体制強化に向けた提案することを目的とする。 

更に、平成 31 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（健康安全・危機管理対策総合研

究事業）2020 年オリンピック・パラリンピック東京大会等に向けた包括的な CBRNE テロ対応能

力構築のための研究（研究代表者：小井土雄一）内の「CBRNE テロ発生時の傷病者対応アウ

トリーチツール作成に関する研究（高橋礼子 研究分担者）」で作成した『CBRNE テロ対策医

療・救護支援ツール（MED-ACT）』の改訂を行い、最新のCBRNE テロ対応知見を集約すると

共に、一般医療従事者向けにその知見を継続的に発信していく。 

≪各分担研究概要≫ 

 CBRNE テロ対策医療・救護支援ツール（MED-ACT）の改訂に関する研究 

本研究では、CBRNE テロ対策医療・救護支援ツール（MED-ACT）の内容改訂を通じて、

既存資料の整理・視認性向上・機能強化に取り組んだ。特に、銃創・爆傷に関する診療指針

の最新版反映や、ユーザビリティ向上に向けた WEB アンケートを実施し、実用性の検証を行

った。アンケート結果からは、多くの項目で「丁度良い」との評価が得られ、特に内容の信頼性

や構成の妥当性は高く評価された。一方で、視認性や検索性などのユーザビリティに関する

改善要望も多く、図表の活用や構成の統一、機能の周知徹底などが今後の課題として示され

た。 

以上より、MED-ACT は現時点で一定の有用性が確認されたものの、より実務に即した支

援ツールとして発展させていくためには、今後も継続的な内容更新と機能改善を重ねていく

必要があると考えられる。 

また、平時の備えや研修・訓練といった応用可能性や、サイバー攻撃等の新たな脅威への対

応も今後の発展における検討課題といえる。 

 

 CBRNE テロリズム等に係る健康危機管理体制の国際動向の把握及び国内体制強化に

向けた研究 

CBRNE テロに関する国内外の最新の学術研究・政策・指針・ガイドライン、関連する技術の

開発の動向等の国際的な情報を収集・分析する。特に CBRNE 分野において先進的な学術



研究を行っている国際軍事医学関連会議等に参加し、国際的な動向や新たな知見を得る場

として活用を図った。 

≪放射線テロ≫ 

 令和４～６年度は、国内外で行われた研修、ガイドライン、指針、ガイドラン、関連する技術

の開発の動向等の情報を収集、分析し、効果的な医療対応もしくは研修制度の構築に必要

な情報を集めた。放射性物質による体内外汚染への対応は、感染症対策のみならず化学物

質や重金属による中毒と共通する部分がある。この期間中には、一般社団法人日本 CBRNE
学会が創設され、特殊災害・テロ対応の分野で各領域を超えて取り組む兆しも見えてきた。

NBCRE 各領域で共通する部分は集約し、講義や実習を行う等系統的に研修を行い、健康危

機管理の国内体制の強化に寄与することが求められている。 

≪生物剤及びリスクコミニュケーション≫ 

 本分担研究課題では生物剤及びリスクコミュニケーションの分野についての情報収集と還元

を行った。令和 4 年度は、海外の生物テロ演習事例を紹介し、内閣官房、厚労省、消防、警

察、自衛隊、病院関係者らと意見交換を行った。令和 5 年度は、脅威評価手法や生物剤の汚

染が疑われる犯罪現場管理、原因不明疾患への対処等についての議論の情報共有を行っ

た。また、国内でセキュリティ機関とのシナリオに生物テロを含む合同演習に参加し、助言者と

して準備しておくべき事項を明らかにした。令和６年度は、生物テロに関する公衆衛生機関と

セキュリティ機関の連携強化に関する取り組み事例を共有した。これらの成果は、本邦におけ

る CBRNE テロ、特に生物テロに対する健康危機管理体制の強化に向けた今後の施策検討

や関係機関間の連携強化に資するものである。 

≪化学テロ≫ 

本研究では、令和 4 年度に化学テロの「覚知」に焦点を当て、ACMT 主催の CRAOT セミ

ナーおよび WHO の化学事案対応ウェビナーを受講し、事案発生の早期認識に関する国際

的知見を整理した。日本の化学テロ訓練は「覚知済み」を前提とするものが多く、覚知段階の

評価が不十分である。CRAOT では毒性産業化学物質（TICs）等の多様な事案に対する覚知

方法とリスク評価を網羅的に学び、WHO ではアウトブレイク調査のための段階的手法が示さ

れた。令和 5 年度は CBRNE（特に化学テロ）に対する国際的動向と日本の危機管理体制を

比較検討し、特に「覚知」と多機関連携の重要性を確認した。GHSAGやCEWGを通じた各国

の取り組み、マスタード・オピオイド・神経剤などの脅威に関する研究を踏まえ、覚知精度向上

のためインフォサーベイランス（SNS 等のリアルタイム分析）活用の可能性、サイバーテロへの

医療 BCP の課題を検討した。国際的には武力攻撃時の連絡・支援体制の構築に関する国際

枠組み（EMRF）が検討されていた。令和 6 年度は水源・食品・製品への化学物質混入事例な

どを調査し、覚知と対応体制の課題を明らかにした。加えて、GHSI 主催シンポジウムにて、中

毒情報センターと公衆衛生部門の連携強化の重要性が国際的に共有された。 

日本においてオールハザード型対応のための、多機関連携体制の構築、および覚知支援の

システム整備といった基盤整備の必要性が示唆された。 

≪自衛隊・軍事関連分野における国際知見（NBC 関連）≫ 

 R4・R5 年度は米国防総省主催の MHSRS に、R6 年度は DTRA 主催の CBD S&T に参加



し、生物・化学剤の国際的な脅威対応の動向を調査した。MHSRS ではウクライナ侵攻に伴う

CBRN リスクが注目されたが、詳細は情報保全上明かされず、砲弾による外傷(Shrapnel 
injury)が多い点が特徴的だった。CBD S&T では、Organ on a chip が微小生体模倣

(microphysiological)システムと名を変えて前回の学会よりもさらに多くの発表がなされていたも

のの、革新的な進歩に欠けていた。一方でAI/MLやウェアラブル技術を用いたバイオサーベ

イランスへの関心が高まっていた。新型コロナ関連の話題はほとんど見られなかった。 

 

≪医療と法執行機関との連携（事態対処医療）≫ 

近年、日本国内でも銃器を使用した立てこもり事件や要人銃撃事件が相次いで発生してお

り、事態対処事案における医療と法執行機関の迅速な連携の必要性が急速に高まっている。

本研究では、こうした事案発生時において、現場近傍における医療者の待機・初期対応、す

なわち「事態対処医療」を可能とする体制整備を目的とし、令和 4 年度から令和 6 年度にかけ

て段階的に研究と実証を行った。令和 4 年度には、事案発生時における「事態対処医療」の

連携モデル（案）を示した。令和 5 年度にはその実現に向けて、関係省庁、関係機関担当者と

の意見交換の中で、解決すべき課題の抽出と必要な制度上の整理について取り組んだ。令

和 6 年度はそれを基に、大阪府をモデルケースとして、警察と医療者（大阪 DMAT）の連携体

制作りを目的とした研究に取り組んだ。 

令和 6 年度には、人質立てこもり事件に、大阪府内の全災害拠点病院から大阪 DMAT が

派遣できる体制が構築できた。 

人質立てこもり事件はいつでも、どの地域でも発生する可能性がある。このような事件では、

いち早く現場近くの医療者が出動して「傷病者が発生する可能性がある」という段階から、医

療が現場付近で待機しておくことが重要である。そうすることによって、即座に対応することが

でき救命の可能性が高まる。また事態終息まで長時間を要する可能性が高く、そのような場合

には医療者を交代させる必要がある。そのため、複数の災害拠点病院から都道府県 DMAT
が派遣できる体制が重要である。今後は、全国的に共通の認識の中で活動できるよう、大阪

モデルを普及していくことが重要であると考える。さらに、医療者に対する事態対処医療の啓

蒙や教育、また CSCA を含む事態対処医療の全国標準化が実現されれば、武力攻撃事態等

に対する国民保護における医療支援を円滑に行われると考える。そのため、より多くの医療者

が事態対処医療に精通することは、国民保護という観点からも極めて重要である。 

 

≪国民保護訓練のあり方≫ 

近年、我が国の安全保障環境は著しく変化し、周辺諸国における軍事的緊張の高まりを背

景として、国民保護を含む危機管理体制の整備が急務となっている。そのような状況で、令和

4 年度から武力攻撃事態等を想定した訓練が本格的に実施されるようになった。令和 4 年度

は住民避難について検証が行われたものの、「要配慮者避難」については、その必要性につ

いて合意するにとどまっていた。しかし、令和 5 年度は、「要配慮者」を含めた住民の搬送時

期・搬送手段・搬送先の選定などを検証するために複数回の事前会議と鹿児島・沖縄での訓

練が行われた。令和 6 年度はさらに具体的に、沖縄県の先島諸島の住民避難の検討の中



で、「要配慮者」避難のために必要な搬送手段と避難に関わる人的資源を確保するために、

現時点でのそれらの必要数を見積もることを進めた。 

成果として、①先島各市町村における要配慮者数と避難に必要な搬送手段・人的資源を

見積もるために、要配慮者の属性ごとに７分類した。②その７分類をもとに、適切な島外避難

手段への割り振り案の検討及び避難時に必要な支援体制（医療従事者等の付添い等）につ

いて整理した。しかしながら、人的資源・輸送力・情報管理システムの整備等において未だ多

くの課題がある。 

今後は、要配慮者の平時からの情報管理とそれによる避難行動計画のような個別の検討の策

定、要配慮者の属性に応じた分類と搬送手段の整備、医療者・介護者の付き添い体制の確

立、中継地点・搬送後の健康管理体制の構築、実効性ある訓練計画の策定と継続的な評価

を充実させる必要がある。 

 

≪CBRNE テロに係る薬事≫ 

CBRNE テロリズムに関連する化学物質について検討すべき化学物質の候補について検

索エンジンを用いて検索した。その結果、有機リン化合物やフェンタニル誘導体が新たな化

学テロの脅威として挙げられ、これらに対応する上で、有機リン化合物の解毒剤の用法変更

やフェンタニル誘導体拮抗薬のキット化が課題として挙げられた。オーストラリアでの THN 研

究では様々なタイプのナロキソン製剤が幅広いアクセスサイトを通じて入手可能になったこと

により、オピオイド過剰摂取の状況下で少なくとも 1,649 人の過剰摂取者の蘇生が可能となり、

1 日に3 人の命が救われたことが推定された。さらに、放射線災害において、安定ヨウ素剤は、

早期に被災者に配布する必要があり、被災地域の人口構成を考慮して服用の優先順位を決

定する必要がある。 

 

≪NBC 診断・治療≫ 

ＮＢＣ診断のなかで、化学剤検知および治療に関する情報収集を行った。 

化学剤検知紙については、二通りの入手方法がある。①東洋紡株式会社からの購入 ②米国 

アマゾンからネット購入可能 

C 剤の検知と除染そして治療（拮抗薬）に必要な資器材の入手は国内で可能ではあるが、自

動注射器が高額である事、そして「オピドキシム」の治療薬としての入手が困難である状況が

ある。 

 

 CBRNE テロに関する国内外の科学的知見を基に、対応能力の現状と課題を明らかにす

る研究 

 内閣官房が把握する国内の CBRNE 関係の専門家リストを基に、専門家ネットワーク構築

し、NBC ネットワーク専門家会合を実施した。令和４年度に１回、令和５年度に１回、令和６年

度は２回実施した。 

テーマとしては以下のとおり。 

 ＜令和４年度＞ 

・コンピュータ技術とサイバーセキュリティにおける日本の課題、人材育成法および将来展



望 

・生物テロを想定した海外の演習事例について、 

 ＜令和５年度＞ 

・国民保護における住民避難等訓練について 

・鹿児島県・熊本県国民保護共同訓練の教訓について 

・国民保護共同訓練における要配慮者の避難の検討状況 

 ＜令和６年度＞ 

・CBRNE 災害において化学テロに用いられる物質とその拮抗薬 

・化学テロに関する海外の解毒薬等の情報 

・ＣＢＲＮ対処への最新の取り組みについて 

・東京地下鉄サリン事件から 30 年目の課題 

・国土交通省・鉄道事業者における NBCテロ対策と地下鉄サリン事件以降の各種事案を踏

まえた今後の課題 

・都内で発災した意図的災害の対応事例と東京消防庁の取組 

・警察における NBC テロ対策 

・ＮＢＣ対策にかかる国際協力（第２回日米豪印テロ対策作業部会兼第５回テロ対策机上演

習の開催） 

これらについて各専門家の講演の上、ディスカッションを行った。 
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Ａ．研究目的  

 東日本大震災以降、危機における国の役

割の強化が課題となっている。わが国は、絶え

間のない国際的なテロ活動などの国際状況を

背景に、CBRNE テロリズム（以下、CBRNE テ

ロ）の脅威もある。また、新型コロナウイルス感

染症等の影響や健康危機管理への意識の高

まりとともに、CBRNE テロに関する国際動向を

適確に把握し国内施策に反映することが重要

な課題である。更に、CBRNE テロで使用され

る危険物質についての情報収集/共有・分析・

対応検討や、災害・危機管理情報等を迅速に

リアルタイムに知ることができるリアルタイム危

機管理情報ソリューションの利活用、サイバー

テロなど従来とは異なる形態のテロリズムへの

対応策についても、検討が必要である。 

そこで、本研究においては、世界健康安全

保障行動グループ会合（GHSAG）を含む、国

内外のネットワークを通じて国内外の最新の科

学的・政策的知見を集約し、各国の法整備・政

策・実事例の分析を行うと共に、諸外国・

GHSAG 等で先進的に検討されている各種ガ

イドライン・対応マニュアル等を踏まえ、本邦で

も活用可能な資料として整理を行う。その結果

を厚生労働省に提示し、本邦での CBRNE テ

ロに対する健康危機管理体制強化に向けた提

案することを目的とする。 

更に、平成 31 年度厚生労働行政推進調査

事業費補助金（健康安全・危機管理対策総合

研究事業）2020 年オリンピック・パラリンピック

東京大会等に向けた包括的な CBRNE テロ対

応能力構築のための研究（研究代表者：小井

土雄一）内の「CBRNE テロ発生時の傷病者対

応アウトリーチツール作成に関する研究（高橋

礼子 研究分担者）」で作成した『CBRNE テロ

対策医療・救護支援ツール（MED-ACT）』の

改訂を行い、最新の CBRNE テロ対応知見を

集約すると共に、一般医療従事者向けにその

知見を継続的に発信していく点が、本研究に

おける特色・独創的な点である。 

 

Ｂ．研究方法 

 CBRNE テロ対策医療・救護支援ツール

（MED-ACT）の改訂に関する研究（高橋

礼子 研究分担者） 

CBRNE テロに関する国内外の最新の科学

的・政策的知見の情報収集・分析から抽出さ

れた課題・改善点を踏まえ、MED-ACT の各

分野掲載資料のブラッシュアップを行うと共に、

MED-ACT 改訂版についてユーザーによるモ

ニター評価等を行い、利便性・有用性の評価と

最適化を図る。具体的な手順としては以下に

示す通りである。 

1. 主に初年度に現時点でのMED-ACT の課

題抽出・分析を行う 

2. 各分担研究者からの知見提供及び専門家

ネットワーク内での事例検討等を踏まえ、

抽出課題の更なる分析を行うと同時に、

MED-ACT 改訂に向けた具体的な検討

（資料収集・掲載、機能追加等）を行う 

3. 3 年目に、各分野掲載資料を更にブラッシ

ュアップすると共に、モニター評価を踏まえ

てコンテンツの更なる改訂を検討する 

≪モニター評価詳細≫ 

 評価ツール：WEB アンケート 

 アンケート項目：資料 1 参照 

 モニター対象者： 



 DMAT インストラクター・タスク

（DMAT インストラクターML（登

録者約 2600 名）にて周知） 

 

（倫理面への配慮） 

  本研究においては特定の個人、実験動物

などを対象とした研究は行わないため倫理的

問題を生じることは少ないと考えられる。 

 

 CBRNE テロリズム等に係る健康危機管

理体制の国際動向の把握及び国内体制

強化に向けた研究 

GHSAG を通じて、参加国における CBRNE
テロに関する科学的・政策的知見の状況を把

握する。 

CBRNE テロに関する国内外の最新の学術研

究・法整備・政策・指針・ガイドライン、関連する

技術の開発の動向等の国際的な情報を収集・

分析する。特に CBRNE 分野において先進的

な学術研究を行っている国際軍事医学関連会

議等には極力現地での参加をし、WEB 参加

だけでは得にくい、より詳細かつ機微に近い動

向・知見を得る場として活用を図る。 

各分野の研究分担者及び具体的な研究方法

は以下の通り。 

 

 放射線：明石真言 研究分担者 

 国内外の RN 事故もしくはテロに関する教育・

研修の内容、構成等について事例の分析を行

う。また 分析を基に、我が国における対応能

力の現状の課題と改善点を提案する。  

得られた現状の課題の改善のため、我が国

の健康危機管理対応に資する人材の強化 に

必要な事項（強化が必要な分野、人材に求め

られる能力、育成プログラム、育成後 の受け

皿等）を検討する。 

 

（倫理面への配慮） 

 すでに公表されている指針、ガイドライン、マ

ニュアル等あるいは、研修、講習、訓練、事故

報告等についての情報の取得、技術の開発の

動向等を収集、分析、提供することに関しては、

倫理面への配慮は必要ない。 

 

 生物剤及びリスクコミニュケーション：

齋藤智也 研究分担者 

世界健康安全保障行動グループ(GHSAG)

バイオワーキンググループ(BioWG)及びその

関連会議に参加し、会議での意見交換、ヒアリ

ング及び文献収集を通じて得られた情報を

NBC ネットワーク専門家会合や研究班会議を

通じて共有した。  

（倫理面への配慮） 

  該当しない。 

  

 化学剤：大西光雄 研究分担者 

令和４年度の研究に関して 

米国で 2022年 7月 7日及び 8日に開催さ

れた米国医学毒物学会（American College of 
Medical Toxicology：ACMT）が開催した“テ

ロにつながる化学物質及び放射性物質：

Chemical and Radiological Agents of 
Opportunity for Terrorism（CRAOT）”を受

講し、その内容を検討した。また、世界保健

機関（WHO）が 6 月 16 日に開催した“化学

物質が原因と思われる健康障害の発生を調査

するための WHO ウェビナー：WHO webinar 
on investigating outbreaks of ill health that 
may be of chemical origin”を受講し、化学物

質イベントの発生を覚知するために提唱して

いる方策を検討した。 
 
令和５年度の研究に関して、研究目的で述

べた６つの項目に関して下記の方法で検討を

行った。 

1. GHSAG を通じて、参加国における CBRNE

テロに関する科学的・政策的知見の状況に



関して。 

CEWG の開催は 2023 年 4 月 6 日、6 月 27

日、9 月 21 日、12 月 7 日、2024 年 2 月 8

日、2 月 27 日、3 月 6 日、3 月 27 日に開催

された。多くは web で開催されたが、2023 年

６月 2７日はミュンヘンのドイツ連邦軍薬理

学・毒物学研究所（Bundeswehr Institute of 

Pharmacology and Toxicology）にて開催され

た。これまで取りみを振り返り、今後の取り組

みに関して議論された。また、ウクライナが

Web で参加し、化学兵器の使用への対応と

して求められる事項の相談があった。 

 

2. CBRNE テロ等に関係する危険物質を平時

から有している施設、各々の施設で有して

いる危険物質の種類及びその危険性に関

する情報を事前に入手できるような体制・法

整備に関して 

 CBRNE 災害・テロに関係する物質に関

する法を調査した。 

 過去の化学物質が関連する事故・災

害・テロにおいて化学物質情報をどの

ように入手、活用されたかを調べ、課題

を抽出した。 

3. インターネットで多く使用される CBRNE 関

係の用語の流行の捕捉 

 インフォサーベイランスやインフォデミ

オロジーを利用した化学イベントに関

する研究報告の調査を行った。 

 インフォサーベイランスを利用した化学

イベントの早期警戒システムの社会実

装に関する検討を行った。 

4. CBRNE テロに関する科学的・政策的知見の

状況把握 

ミュンヘンのドイツ連邦軍薬理学・毒物学研

究所にて 2023 年 6 月 28 日〜29 日に開催

された第 18 回 Medical Chemical Defense 

Conference（医学的化学物質防御会議：

MCDC）に現地参加した。その知見と、人体

への影響、拮抗薬に関する研究が進んでい

る化学兵器に関して報告する。 

5. サイバーテロ等の従来とは異なる形態のテ

ロリズムへの対応策検討 

 つるぎ町立半田病院（徳島県美馬郡）

のサイバーテロ対応に関する講演会

（Security Blaze 2023:11月16日WEB）

を聴講した。同医療機関は 2021 年 10

月 31 日（日曜日未明）にサイバーテロ

の攻撃を受けたことに関してコンピュー

ターウイルス感染事案有識者会議調

査報告書が 2022 年 6 月７日に公開さ

れた。また、2022 年 10 月 31 日（月曜

日）早朝にサイバーテロの攻撃を受け

た地方独立行政法人大阪府立急性

期・総合医療センター情報セキュリティ

インシデント調査委員会の調査報告書

が 2023 年 3 月 28 日公開された。これ

らをもとに課題を検討した。 

 サイバーテロを含むオールハザードア

プローチとしての事業継続計画（BCP）

のあり方を検討した。 

6. 武力攻撃事態対応における医療支援の検

討と提案 

 武力攻撃事態を含む対応に関して、

GHSAG が ”Global Health Security 

Initiative Event Management Response 

Framework (世界健康安全保障イニシ

アティブのイベント管理対応の枠組み：

GHSI の EMRF)“を 2023 年 7 月に公開

した。これは CBRNE 事案だけでなく、

感染症のパンデミック、ロシアのウクラ

イナ侵攻なども包含した、緊急事態に

対処するため、GHSI 上級当局者や各

ワーキンググループメンバー間の情報

交換や対応の調整を促進することを目

的としたものであるため検討した。 



 

 令和 6年の研究に関して 

1. これまでの化学物質が関連した事故

や災害事例とその対応 

・ 過去の化学物質関連事故・災

害事案をできるだけ広範囲に

取り上げ、覚知、対応や連携

に関して検討した。 

2. 各国の化学事故・災害に対する公衆衛

生と中毒情報センターの取り組み 

・ 2025 年 2 月 6 日、13 日、20

日の三日間にわたり開催され

たオンラインシンポジウム

“化学事故災害における公衆

衛生管理を強化するための中

毒情報センターとの連携”を

まとめ、化学イベント時に求

められる対応に関して考察し

た。 

 （倫理面への配慮） 

本研究報告のすべての内容に関し

て、すでに発表された資料の分析、

およびシンポジウムで発表された

内容を元にした研究であるため倫

理面での配慮すべき事項は存在し

ないと判断した。 

 

 自衛隊・軍事関連分野における国際

知見（NBC 関連）：木下学 研究分担

者 

R4 年度の MHSRS は、参加人数が 4,000 人

程度と、コロナ禍で 2 年間中断したが、最近数

年間で最多となった。企業ブースの展示も増え

ていた。R5 年度の MHSRS も参加人数が

4,000 人程度と引き続き多くの参加者があった。

露軍のウクライナ侵攻が続いていることもあり、

米国での国防・危機意識の高まり、学会は活

況を呈していた。CBD S&T は隔年開催だが、

R6 年度の参加人数は 1,700 人程度と、コロナ

禍前の水準より多くの参加者が集まった。やは

り、米国での国防・危機意識の高まりが背景に

あると考えられた。 

 

 医療と法執行機関との連携：若井聡

智 研究代表者、近藤 久禎 研究

分担者  

令和 4 年度：法執行機関（警察、海上保安

庁等）との初期協議を実施し、「事態対処事案

関係機関連携モデル（案）」を作成した。  

令和 5 年度：内閣官房、警察庁、厚生労働

省、大阪府警等との意見交換を通じて、適用

事案、医療の関与意義、DMAT の役割、派遣

の法的・制度的課題等を検討した。 

令和 6 年度：大阪府をモデルケースに、実際

の警察訓練（人質立てこもり対応）に大阪

DMAT が参加し、協働実証と実装を推進した。 

（倫理面への配慮） 

 なし 

 

 

 国民保護訓練のあり方に関する研究：若

井聡智 研究代表者、近藤 久禎 研究

分担者  

令和 4 年度には、沖縄県先島諸島を対象とし

た図上訓練に参加し、要配慮者の搬送時期・

搬送手段・搬送先の選定に関して、関係機関

との協議を行った。 

令和 5 年度には、鹿児島県および沖縄県で実

施された図上訓練および実動訓練に参画し、

要配慮者の避難に際して想定される実務的課

題の抽出とその対策立案を行った。屋久島で

は実際に入院患者や施設入所者を搬送する

訓練が行われ、搬送中継地点での健康観察

体制の整備や、搬送手段（自衛隊機、船舶等）

の実効性について検証された。  

令和 6 年度には、沖縄県先島諸島（宮古島市、



石垣市、多良間村、竹富町、与那国町）を対象

に、各市町村の要配慮者属性別分類を行い、

輸送手段・人的資源の必要数を試算した。また、

島外避難のための航空機・船舶の輸送力の最

大化に関する評価を実施した。 

（倫理面への配慮） 

 なし 

 

 CBRNE テロリズムに関連する化学

物質の管理に関する研究：江川 孝 

研究分担者 

CBRNE テロリズムに関連する化学物質に

ついて検討すべき化学物質の候補の検索に

は 、 PubMed 、 Google Scholar 、 CiNii 及 び

J-STAGE を用いた。PubMed は、NLM(米国国

立医学図書館:National Library of Medicine)

内 の 、 NCBI( 国 立 生 物  科 学 情 報 セ ン タ

ー :National Center for Biotechnology 

Information)が作成しているデータベースであ

る。Google Scholar は、Google が提供する論

文検索サイトであり、分野や言語を問わず、論

文を幅広く検索することができる。CiNii（サイニ

ー）は、国立情報学研究所が運営する論文デ

ータベースである。日本語の論文や大学図書

館の本、雑誌、博士論文の情報を検索すること

ができる。J-STAGE は、国立研究開発法人科

学技術振興機構 (JST) が運営する論文検索

サイトで、日本国内で発行された 3,000 誌以上

の幅広い分野の刊行物が公開されている。一

次検索として PubMed を用いて「terrorism」、

「 Chemical agents 」 、 「 Organophosphate 」 、

「Fentanyl」のキーワードで、2012 年から 2022
年の10年分の検索を行い、検索サイト（Google 
Scholar、CiNii 及び J-STAGE）にて追加情報

を収集した。収集した化学物質のうち、フェンタ

ニル誘導体拮抗薬のキット化に着目し、オース

トラリアでの管理方法や運用について調査し、

放射線災害を含めた備蓄医薬品に着目し、韓

国での管理方法や運用についても調査した。 

 

（倫理面への配慮） 

人を対象とした研究ではないため、倫理面

の問題はない。 

 

 ＮＢＣ診断・治療 に関する研究：竹

島 茂人 研究分担者 

 関係する各種メーカー等への問い合わせ等

を行い情報収集した。 

（倫理面への配慮） 

 人を対象とした研究ではないため、倫理面の

問題はない。 

 

Ｃ．研究結果 

 CBRNE テロ対策医療・救護支援ツール

（MED-ACT）の改訂に関する研究 

（高橋礼子 研究分担者） 

 

1. 令和 4 年度時点での MED-ACT の課題

抽出・分析 

 銃創・爆傷患者診療指針（Ver.2）の公開

http://2020ac.com/documents/ac/04/2/

1/2020AC_JAST_gun02_2021.11.pdf 
→作成元の研究班及び日本外傷学会へ掲載

の了承を得た上で、現在 MED-ACT に掲載し

ている Ver.1 からの改訂が必要である。但し同

ページについては、新規ページの作成含め、

大幅な改修が必要になるため、令和 5 年度実

施することとした。 

 参考文献等のリンク切れ：11 か所 

 ＮＢＣテロその他大量殺傷型テロ対処現

地関係機関連携モデルの改訂版の発出 

→共にリンク先の URL 変更等の軽微な改修で

対応可能であったため、新規リンク先を確認の

上で令和 4 年度中に修正を行った。 

 

2. 銃創・爆傷患者診療指針（Ver.2）の掲載 

http://2020ac.com/documents/ac/04/2/1/2020AC_JAST_gun02_2021.11.pdf
http://2020ac.com/documents/ac/04/2/1/2020AC_JAST_gun02_2021.11.pdf


http://2020ac.com/documents/ac/04/2/

1/2020AC_JAST_gun02_2021.11.pdf 
令和 3 年 11 月に公開された上記指針につ

いて、協力者に依頼して資料を Web ページで

の閲覧に適した形に変換した上で、 

I. 各種フローチャートの各ステップから

個別項目に移動できるよう紐付け 

II. 目次から個別項目に移動できるよう

紐付け 

III. 単語から説明ページに移動できるよう

紐付け 

IV. 引用文献の掲載元等へ移動できるよ

うリンク先の確認・紐付け 

を行い、令和 6 年 2 月公開とした。 

 

3. 各分野掲載資料のブラッシュアップとモニ

ター評価 

【各分野資料のブラッシュアップ】 

 自動注射器研修関連資料（R3 冨尾班小

井土分担にて作成・実施） 

本研究班の分担研究者及び各種研究班の

情報収集を行ったところ、新規資料としては自

動注射器に関する講義動画（評価者養成コー

ス）を入手したため、これを追加掲載した。当該

研修自体は自動注射器使用を想定した実働

部隊（消防官・警察官・自衛隊員・海上保安

官）向けの研修であったため、従来の対応同

様、ID・パスワード付きの限定公開とした。 

 医療機関におけるサイバーセキュリティに

関する資料リンクの掲載 

 近年、医療機関に対するサイバー攻撃が新

たな形のテロ活動としても注目されている。現

状の MED-ACT は CBRNE テロを中心とした

構成であるが、リンクページに下記資料の掲載

サイトを追加し、サイバーセキュリティに対する

注意喚起の一助とした。 

 医療情報システムの安全管理に関す

るガイドライン第 6.0 版 

 医療機関等におけるサイバーセキュ

リティ対策チェックリスト 

 サイバー攻撃を想定した事業継続計

画（BCP）策定の確認表 

https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/00005162
75_00006.html?_fsi=NMZ3pbZ1 

 

【モニター評価結果（有効回答件数：40 件）】 

 回答者の属性 

 職種 

 医師：25 件 

 看護師：6 件 

 救急救命士：5 件 

 行政関係者：2 件 

 その他：2 件 

 勤務先 

 災害拠点病院：18 件 

 その他医療機関：12 件 

 行政機関：5 件 

 消防機関：3 件 

 その他：2 件 

 回答結果 

1. 総論内容の充実度 

 専門的すぎる：6 件 

 丁度良い：30 件 

 内容不足：4 件 

【自由記載】 

・ 基礎的すぎる内容が中心で、臨床的視点

が乏しい 

・ 災害現場での活用というよりも学術的 

・ 基本的な知識にとどまっており、実践への

落とし込みが弱い 

2. 総論内容の読みやすさ 

・ 読みやすい・見やすい：9 件 

・ 普通：23 件 

・ 読みにくい・見にくい：8 件 

【自由記載】 

・ 文字サイズが小さい 

http://2020ac.com/documents/ac/04/2/1/2020AC_JAST_gun02_2021.11.pdf
http://2020ac.com/documents/ac/04/2/1/2020AC_JAST_gun02_2021.11.pdf


・ 構成が複雑で全体像がつかみにくい 

3. 化学テロ部分の内容の充実度 

・ 専門的すぎる：6 件 

・ 丁度良い：33 件 

・ 内容不足：1 件 

【自由記載】 

・ 薬剤名が多く、背景知識が必要 

・ 臨床経験が浅いと理解しづらい 

・ 要点が整理されておらず、情報を拾いにく

い 

4. 化学テロ部分の読みやすさ 

・ 読みやすい・見やすい：11 件 

・ 普通：21 件 

・ 読みにくい・見にくい：8 件 

【自由記載】 

・ 図解が少なく、文章量が多い 

・ スマホでは見にくい 

5. 生物テロ部分の内容の充実度 

・ 専門的すぎる：1 件 

・ 丁度良い：35 件 

・ 内容不足：4 件 

【自由記載】 

・ 内容は十分だが、もう少し実例があると理

解しやすい 

6. 生物テロ部分の読みやすさ 

・ 読みやすい・見やすい：10 件 

・ 普通：22 件 

・ 読みにくい・見にくい：8 件 

【自由記載】 

・ 文章が長く、図表が少ない 

・ セクションの区切りがわかりづらい 

7. 放射線テロ部分の内容の充実度 

・ 専門的すぎる：2 件 

・ 丁度良い：36 件 

・ 内容不足：2 件 

【自由記載】 

・ やや専門的だが、緊急時に必要な情報と

して妥当 

8. 放射線テロ部分の読みやすさ 

・ 読みやすい・見やすい：13 件 

・ 普通：22 件 

・ 読みにくい・見にくい：5 件 

【自由記載】 

・全体的に文字が詰まっていて読みにくい 

9. 爆発テロ部分の内容の充実度 

・ 専門的すぎる：3 件 

・ 丁度良い：35 件 

・ 内容不足：2 件 

【自由記載】 

・ 現場想定の記述があると理解しやすい 

10. 爆発テロ部分の読みやすさ 

・ 読みやすい・見やすい：14 件 

・ 普通：19 件 

・ 読みにくい・見にくい：7 件 

【自由記載】 

・ 段落が長く、見出しがあると助かる 

11. PWA 機能の有用性 

・ 有用である：22 件 

・ 機能は有用だが使いにくい：4 件 

・ 使っていないのでわからない：13 件 

・ 不要である：1 件 

【自由記載】 

・ オフライン状態で画像が読み込まれない 

・ 動作が重い 

12. ユーザープロファイル機能の有用性 

・ 有用である：26 件 

・ 機能は有用だが使いにくい：2 件 

・ 使っていないのでわからない：11 件 

・ 不要である：1 件 

【自由記載】 

・ ユーザー別に内容を整理できると活用しや

すい 

・ 機能の存在を知らなかった 

13. 単語からのページ移動機能の有用性 

・ 有用である：28 件 

・ 機能は有用だが使いにくい：3 件 



・ 使っていないのでわからない：9 件 

・ 不要である：0 件 

【自由記載】 

・ ページ内リンクが正確に飛べないとストレス

になる 

・ 類似語にも対応してほしい 

14. 引用文献の掲載元等へのハイパーリンク

追加の有用性 

・ 有用である：29 件 

・ 機能は有用だが使いにくい：2 件 

・ 使っていないのでわからない：8 件 

・ 不要である：1 件 

【自由記載】 

・ 参考文献の信頼性を確認するのに役立つ 

・ リンク切れには注意してほしい 

15. 検索機能の有用性 

・ 有用である：25 件 

・ 機能自体は有用だが使いにくい：2 件 

・ 使っていないのでわからない：13 件 

【自由記載】 

・ 検索語のヒットが不安定 

・ 複数語検索ができない 

16. MED-ACT の CBRNE テロ等発生時の対

応資料としての活用 

・ 活用したい：30 件 

・ 活用したくない：1 件 

・ わからない：9 件 

17. その他自由記載（一部抜粋・要約） 

・ ユーザー別にお気に入り機能があれば使

いやすくなる 

・ 参考資料へのリンクは便利だが、リンク切

れがないようにしてほしい 

・ 検索はもう少しあいまい検索やサジェストが

あってもよい 

・ 行政職でもわかりやすい平易な解説がある

と助かる 

・ 今後、アプリとしての展開も検討してほしい 

・ 全体的に文字ばかりでわかりにくい。特に

化学テロ編はもっと図があると助かる 

・ 読み物としては優れているが、緊急時にす

ぐ確認できる構成ではない 

・ 分量が多く、予習していないと現場で目的

の情報にたどり着けない 

・ 緊急相談ツールなどの紹介もあると、実務

でさらに活用しやすい 

・ 脱衣の手順など、作業の実際に関して写

真があるとイメージしやすい 

・ CBRNE に関心がある医療者には非常に

有用なツール 

・ 総論・各論・アルゴリズムがまとまっていて

有用だった 

・ 非常に良質なツールを開発してくれて感謝

している 

 

 CBRNE テロリズム等に係る健康危機管

理体制の国際動向の把握及び国内体制

強化に向けた研究 

 

 放射線：明石真言 研究分担者 

【国際研修及び情報共有】 

国際研修に講師として参加、もしくは会議に

参加し、放射線被ばくに関する情報を収集し

た。 

1) 2022 年 12 月 1-3 日 IAEA Nuclear 
Emergency Management School ファシリ

テーターミーティング ウイーン、オースト

リア 研修をいかに効果的かつ円滑に運

営するかについて議論した。 

2) 2023 年 2 月 21-27 日 IAEA School of 
Nuclear and Radiological Leadership for 
Safety in Japan 講義 東海大学、日本 

3) WHO updates critical medicines list for 
radiological and nuclear emergencies を刊

行し、放射線事故時に必要な医薬品等の

備蓄に関する考え方を示した。

https://www.who.int/publications/i/item

https://www.who.int/publications/i/item/9789240067875


/9789240067875 

4) NCT Asia Pacific (APAC) 

 2022 年 10 月 25 日～27 日ソウル、韓国 

 2023 年 10 月 31 日～11 月 2 日、クアラ

ルンプール、マレーシア 

 2024 年 10 月 16 日～17 日フアヒン、タイ 

オランダに本部を置く NGO NCT がアジア

各国で開催した Non-Conventional Threat 
(NCT) APAC において、CBRNE 災害に対す

る考え方を議論し、対応の重要性を議論し

た。 

5) 2023 年 2 月 20 日 広島大学 第 7 回放

射線災害・医科学研究拠点国際シンポジ

ウム 開催年月日広島 Radiation 

emergency medicine -a perspective on the 

past, present, and future と題する講演を

行い、テロや戦争犯罪における放射線に

利用に関して概説した。 

6) 2024 年 1 月 16 日 IAEA/HICARE CC 

INTERNATIONAL TRAINING COURSE 

on Medical Responses to Radiation 

Accidents and Disasters での講義 講義テ

ーマ：「Internal irradiation」「Lessons 
learned from Fukushima, Tokai-mura 

Accident」を行った。 

7) 2024 年 7 月 6 日（土）-7 日（日）WHO The 

3rd Guidelines Development Group 

meeting for the WHO guideline project on 

internal contamination assessment and 

management (iCAM) for selected 

radionuclides. この会議に web 参加し、体

内被ばくの治療のガイドラインの作成に協

力した。 

 

【国内の教育・研修に関する情報の収集】 

国内で行われた学会、教育・研修に参加し、

情報収集し分析した。 

(1) 認定 NPO 法人災害医療 ACT 研究所

2022 年度宮城県災害医療従事者研修会

での講義 

 2023 年 6 月 25 日（日）2023 年度宮城

県災害医療従事者研修会 

 2024 年 6 月 2024 年度宮城県災害医

療従事者研修会 

上記研修会で「原子力災害への対応の実

際」を行った。 

(2) NPO 法人 NBCR 対策推進機構 

 2022 年 12 月 18 日「第 2 回医療従事

者・消防職員等のための CBRNE 災害

医療対策講習会」で最近の放射線災

害と医療対策について講演した。 

(3) 一般社団法人 日本 CBRNE 学会 

 2023 年 2 月 学会の設立 医療のみな

らず、C：chemical 化学的、B：biological
生物学的、R：radiological 放射線、N：

nuclear 核、E：explosion 爆発の専門家

からなる学会が設立された。複合災害

事象を念頭においた多面的なオール・

ハザード・アプローチ、専門的かつ複

合的な観点から、現場を支援するオー

ル・リソースによる多職種連携を念頭に

おいた学会である。

https://j-cbrne.org/ 

 2023 年 11 月 NPO 法人 NBCR 対策推進

機構共催シンポジウムと共催で、「－関東

大震災 100 年とコロナ禍 3 周年を迎えて

の CBRNE 災害対策－」と題するシンポ

ジウムが開催された。多くの東日本大震

災の現場での対応責任者（元自衛隊指揮

官）等が現場での対応を紹介した。 

 2024 年 5 月 NBCR 対策推進機構共同

主催シンポジウム「最近の放射線災害と

医療対策 ―放射線被ばくの医学的対

応―」 

 2025 年 2 月 NBCR 対策推進機構共同

主催学術大会「核・放射線（N/R）災害

https://www.who.int/publications/i/item/9789240067875


と医療―放射線被ばくの医学的対応

―」複合障害の治療及び大規模対応の

問題点を指摘した。 

 

 生物剤及びリスクコミニュケーション：齋藤

智也 研究分担者 

3 年間の研究を通じて、国際的な生物テロ対

策に関する最新の知見収集と国内の関係機関

との連携強化に関する活動を実施した。 

 

令和 4 年度:世界健康安全保障行動グループ

（GHSAG） バイオワーキンググループにおけ

る生物テロに関する議論と海外で行われた生

物テロ対応演習の内容を共有した。これらの情

報は、今後の生物テロ対応手順の検討状況、

特に、G7 に向けた対応手順検討の材料となっ

た。また、自衛隊、消防、警察への情報提供と

アウトリーチを実施したほか、消防における訓

練の視察を行った。 

海外における演習事例として、手製爆弾ととも

に毒素を散布されたと想定される事案を NBC
ネットワーク専門家会合で報告した。これに基

づき、内閣官房、厚労省、消防、警察、自衛隊、

病院関係者らと意見交換を行い、特に以下の

点について討議した。 

・被災者の管理 

・感染者の管理 

・感染管理 

具体的なシナリオベースの議論と、他国のオペ

レーション上の課題認識等の共有は、関係機

関との連携推進に非常に有効であったと考え

られる。 

令和 5 年度：世界健康安全保障行動グルー

プ （ GHSAG ）  バ イ オ ワーキ ン ググ ルー プ

（BioWG）において共同議長として生物テロに

関する議題の設定を行った。令和 6 年 2 月の

対面会議では、以下の 4 つの課題を議論し、

その結果を共有した。 

・脅威とリスクの評価 

・犯罪現場の管理 

・異常疾患事例の管理 

・高度隔離施設における感染症臨床管理 

国内でのセキュリティ機関との協働については、

令和 4 年度からのアウトリーチを経て、令和 5
年 5 月に陸上自衛隊・消防の合同訓練（G7 広

島サミット開催前の CBRN テロ発生時除染訓

練）に生物テロ専門家として実働参加する機会

を得て、その経験のフィードバックを行った。 

 

令和 6 年度：GHSAG BioWG において共同議

長として生物テロに関する議題設定を行った。

対面会合を令和 6 年 8 月にイタリア・ローマ、

令和 7 年 2 月に日本で開催した。令和 6 年 8
月の会議では、生物テロ脅威とリスク評価につ

いて議論を深め、詳細な対応戦略検討のため

専門家小グループ設置が推奨された。優先度

の高い生物剤の分類は困難であった一方、そ

のインパクトとして、短時間での大量患者発生、

MCM（Medical Countermeasures; 医療対策）

の利用可能性、空気感染の制御といった対応

の汎用的対策の重要性が強調された。令和 7
年 2 月の会議では、いくつかのシナリオをベー

スに全ての対応を洗い出し、公衆衛生機関と

法執行機関の役割分担を議論し、平時に連携

を深めておくべき領域が明らかになった。連携

を深める上で重要なのは共同訓練と演習であ

ることが指摘された。加えて、感染症に罹患し

た犯人の管理と生物テロ事案におけるコミュニ

ケーション戦略がさらに議論が必要な部分と指

摘された。また、汚染された犯罪現場の合同評

価、公衆衛生側からの犯罪現場における専門

的知識の提供、汚染された証拠の分析に関す

る専門的知見の提供といった点が、さらに緊密

な連携を強化する因子として指摘された。 

生物テロに関する関係機関の連携強化に関す

る活動として、以下の取り組みを実施した。令



和 6 年 7 月 22 日にドイツのロベルト・コッホ研

究所（RKI）専門家を招聘し、生物テロに関す

る セ ミ ナ ー 「 Seminar on Bioterrorism 

Preparedness and Response」を開催した。国の

関係省庁や東京消防庁等のセキュリティ機関

が参加した。 

東京消防庁及び陸上自衛隊と意見交換を行

い、現場対応手順、特にサンプル採取や搬送

方法について意見交換と共同演習を実施し

た。 

大 阪 ・ 関 西 万 博 に 備 え 、 Criminal-Epi 
Workshop を米国 FBI、RKI、ドイツ連邦警察の

協力を得て、令和 7 年 2 月に大阪で開催した。

公衆衛生機関と法執行機関の連携に重点を

置いたケーススタディ・演習を行い、国の関係

機関ほか、大阪の公衆衛生機関、警察の参加

が得られた 

 

 化学剤：大西光雄 研究分担者 

 令和 4年度の研究に関して 

1. ACMT の CRAOT セミナーに関して 
開催機関は 2 日間であった。ACMT と

REAC/TS が開催主体であるが、有毒物質・疾

病登録庁（Agency for Toxic Substances and 
Disease Registry：ATSDR）内の地域保健・

危険評価室（Office of Community Health 
and Hazard Assessment：OCHHA）が支援

しているとのことであった。対象者は、救急

救命士や救急隊員、公衆衛生の専門家、法執

行機関、救急医療従事者であった。本コース

は令和５年度、令和６年度も開催され聴講し

たが、基本的なレイアウトは共通しており、

取り上げる事案がいくつかアップデートされ

ていた。 
1 日目は放射性物質を起因とする事案に関す

るセミナーであり、開催主体は放射線緊急時

支 援 セ ン タ ー （ Radiation Emergency 
Assistance Center/ Training Site ：

REAC/TS）、８モジュール 8 時間 40 分（休憩

含む）にわたる内容であった。本研究は化学

イベントを中心とするため 1 日目の内容に関

しては割愛する。 
2 日目は化学物質を起因とする事案に関する

セミナーであった。現地時間 9 時から 17 時

20 分までの 8 時間 20 分（休憩含む）のセミ

ナーであり 10 モジュールで構成されていた。

以下、各モジュールを示す。 
・ 毒物の災害：従来の化学兵器を超え

て（Toxic Disasters: Beyond Conventional 
Chemical Weapons） 

要点 
 中毒学の重要な原則を熟知する 

 用量反応性 
 曝露経路 
 トキシドローム 
 除染と個人防護具（PPE） 

 “目的達成型”化学兵器、“デュアル

パーパスの化学物質”、毒性のある

産業化学物質（Toxic Industrial 
Chemicals：TICs）に関して 

 テロリストが使用する可能性

のある化学物質の同定 
 個人及び集団が曝露された事

案の歴史 
 さまざまなTICsで生じる健康

への影響 
 初期対応法 

 利用可能な情報源とツール 
 EPA、TRI、CAMEO 等 
 CHEMM と CHEMM-IST 

 
・ 化 学 物 質 の 爆 発 （ Chemical 
Explosions） 

要点 
 第１次から第 4 次爆傷に関して 
 第一次爆傷とクラッシュ症候群 



 熱傷の深度を理解する 
 熱傷の初期対応 

 
・ 脅威としての有毒ガス（Toxic Gases 
as Threats） 

要点 
 過去の産業におけるガス曝露事案 
 注目すべき主要な工業用ガス 
 ガスがもたらす臨床像の理解と、ガ

スの物理的性質や毒性との関連付

け 
 曝露や健康被害を低減するための方

法 
（1984 年インドのボパール化学工場事

故でのイソシアン酸メチル漏出事故や

2002 年米国ノースダコタ州マイノット

での列車脱線によるアンモニア流出事

故、2005 年米国サウスカロライナ州グ

ランテビルでの列車衝突による塩素ガ

ス流出事故、1981 年、82 年、86 年に発

生した米国ロサンゼルスの化学工場で

のホスゲン事故、1987 年テキサスでの

フッ化水素事故の事例が示された。また、

化 学 テ ロ リ ス ク 評 価 ： Chemical 
Terrorism Risk Assessment：CTRA に

よる上気道と下気道それぞれに作用す

る化学物質が示された。） 
 

・ 青酸や燻蒸剤とその危険性

（Knockdown Agents: “Gasp Poisons”） 
要点 

 窒息剤について 
 青酸と燻蒸剤の発生源と一般的な使

用法について 
 ３つの最も一般的な燻蒸剤

（Vikane：フッ化スルフリル、

Methyl Bromide：ブロモメタン、

Phosphine：ホスフィン） 

 剤曝露後の臨床的な影響に関して 
 青酸中毒の治療法に関して 

（青酸ガス、硫化水素、燻蒸剤に関して

その性質などが示された。） 
 

・ 有害物質拡散手段としての食品、水、

医薬品（ Food, Water & Medication as 
Vehicles for Toxic Threats） 

要点 
 水、食品、医薬品のシステムを理解

するための浄水場の仕組みについ

て 
 水、食品、医薬品の汚染に関する過

去の事例をもとに、システムの脆弱

性や潜在的な懸念物質を考察する 
 過去の事故やテロ事件が原因となっ

たシステム全体の変化や法律につ

いて 
 水、食料、医薬品を守るための方法

を詳しく知るためのリソースに関

して 
（2002 年ワシントン州シアトルのメー

プルリーフ貯水槽のフェンスが破られ

ていたため、毒物混入の可能性に関する

アセスメント、水の使用停止などの対応

がとられた事案の紹介や、2003 年ミシ

ガン州デトロイトでの牛ミンチ肉に殺

虫剤が混入していた事件、2003 年米国

メイン州ニュースウェーデンでのコー

ヒーにヒ素を混入させた事件、1982 年

米国シカゴでのタイレノールブランド

のアセトアミノフェンカプセルにシア

ン化カリウムカプセルを混入させてい

た事件、1996 年ハイチでの次エチレン

グリコールが混入した解熱薬事例、

2008 年に中国から輸入したヘパリンに

過硫酸コンドロイチン硫酸が混入して

いた事件などが紹介された。） 



 
・ 神経毒性を有する物質（Neurotoxic 
Agents） 

要点 
 神経系に作用する中毒症候群 

 鎮静 
 痙攣 
 幻覚症状 

 鎮静をもたらす毒物に特異な臨床像 
 中毒症候群に該当する化学物質の例 
 初期治療戦略 

（2002 年モスクワの劇場占拠事件を例

に挙げ、鎮静剤として GABA 作動性物

質、カルフェンタニルを含むオピオイド、

炭化水素が示された。また、2002 年に

ニューヨークで確認された中国から違

法輸入されたテトラメチレンジスルホ

テトラミン含有殺鼠剤による中毒を例

に挙げ、痙攣をきたす化学物質として有

機リン、カーバメート、ニコチン、ヒド

ラジン、樟脳、有機塩素、ストリキニー

ネなどが述べられた。幻覚をきたす化学

物質としては、LSD、トリプタミン、 
Ololiuqui（朝顔の種？）、アトロピン、

スコポラミン、ヒヨスチアミン、BZ 剤

（3-キヌクリジニルベンジレート）が紹

介された。） 
 

・ 遅発性中毒症候群（Delayed Toxic 
Syndromes） 

要点 
 化学物質暴露から症状出現まで時間

を要するものがあることを認識す

る 
 遅発性中毒症候群をきたす化学物質 
 遅発性中毒症候群をきたす化学物質

におけるトキシドローム 
（タリウムやメチル水銀、ダイオキシン

を利用した事件が述べられた。） 
 

・ 多数曝露傷病者発生時の心理的影響

（ The Psychological Impact of Mass 
Exposures） 

要点 
 化学物質曝露多数傷病者事案による

心理的影響 
 被害者のメンタルヘルスニーズへの

適切な対応 
 有毒化学物質曝露を認識した後の多

数の予想される行動 
 心的外傷を伴う出来事に対する急性

の心理的/感情的反応の兆候と症状 
 有毒化学物質曝露後に恐怖や強い感

情を抱く被害者を支援するための

戦略 
（化学物質事案が実際に発生している

か精神症状を呈しているだけなのかの

アセスメントに関して述べられた。） 
 

・ 事案発生後の集団モニタリングのメ

リットとデメリット（After Event Population 
Monitoring Pros & Cons） 

要点 
 医学的モニタリングとは 
 医学的モニタリングはなされるべき

か 
 その場合、いつ、どのように行うか 
 多数傷病者事案における医学モニタ

リング 
（多数傷病者事案となりうる各化学物

質に関して、それぞれ症状のモニタリン

グおよび検査によるモニタリングの可

能性が詳述された。また、実例として

1995 年東京地下鉄サリン事件、1976 年

イタリアのセベソ地方におけるダイオ

キシン放出事故、1996 年英国のシーエ



ンプレス号油流出事故が挙げられた。） 
 
・ シナリオに基づいたディスカッショ

ン（Scenario-Based Discussion） 
要点 

 想定：米国アトランタの鉄道で多数

傷病者事案が発生した。 

 化学物質曝露によるトキシドロー

ムを認識すること 

 化学物質曝露に対する効果的なマ

ネージメント法を論じること 

 化学物質による公衆衛生上の緊急

事態の覚知と管理を支援するリ

ソースに関して 

 化学物質事案への対応におけるプ

レホスピタルや病院の医療従事

者、公衆衛生や薬学といった異な

った分野の役割を認識する 

(東京地下鉄サリン事件に改めて触れ

られていた。また、神経剤に対する備

蓄に関しても示された。) 

 

2. 化学物質が原因と思われる健康障害の

発生を調査するための WHO ウェビナ

ーに関して 

本ウェビナーの対象者は WHO 化学物

質リスク評価関係者、公衆衛生専門家、

化学物質事案の可能性の調査及び対応

に関心を持つ人とされていた。内容は

2021 年に発刊された WHO の出版物で

ある“化学物質が原因と疑われる傷病の

アウトブレイクを調査するためのマニ

ュアル：Manual for investigating 
suspected outbreaks of illness of 
possible chemical etiology”の紹介であ

った。傷病のアウトブレイクを覚知した

際、その調査のための同マニュアルの活

用法が示された。講師は英国健康安全保

障局（UK Health Security Agency）の

デビッドラッセル教授であった。デビッ

ドラッセル教授は世界健康安全保障行

動グループ（Global health Security 
Action Group：GHSAG）の化学イベン

トワーキンググループ（Chemical 
Event Working Group：CEWG）の一

員である。 
同マニュアルは大きく２章に分けられ、

第１章ではクラスターやアウトブレイ

クを調査するための実践的ガイドであ

り、5 つの段階が示されていた。 
第１段階 検出と警告、報告 
第 2 段階 情報収集と評価 
第３段階 病因の予備的検討 

ここでは更なる情報の入手のため

のエリアや影響を受けた人々の同

定、疫学的、環境的、中毒学的な

情報に基づいた化学事案の可能性

を検討することが含まれていた。 
また、人々やメディアなどに対す

るリスクコミュニケーション戦略

を立てることが述べられていた。 
第４段階 現地調査 

ここでは疫学、環境、中毒学のそ

れぞれに基づいた集学的なチーム

で調査を行う必要性が述べられて

いた。 
第５段階 調査の完了 

第２章では調査の原理と概念に関する

各論が示された。 
 リスクの評価、優先順位、管理、リ

スクコミュニケーション 
 疫学調査 
 環境調査 
 中毒学的調査 
 臨床検査 
 倫理的問題 



が項目として挙げられていた。 

 

令和６年度の研究に関して 

1. これまでの化学物質が関連した事故

や災害事例とその対応 

文献や報道記事などを渉猟して得た

事項とその分析を下記に列挙する。 

・ 水源が汚染された事案 

古い事案であるが、1950 年〜

1960 年代に発生した有機水銀

による水俣病、1955 年から

1960 年代に発生したカドミウ

ム汚染によるイタイイタイ病

がある。この２事案は河川が汚

染され、その汚染された農作物

や水産物を経口摂取すること

による事案である。水源の汚染

は現在でも発生しており、2003

年には茨城県神栖市の地下水

が日本軍の遺棄化学兵器によ

って有機ヒ素化合物に汚染さ

れた事案、2015 年に明らかと

なった米国ミシガン州フリン

トの鉛による水汚染など決し

て過去のものではない。意図的

ではないが、2023 年には北海

道越蘭町では地熱開発事業蒸

気噴出事故により、一部の飲用

井戸水がヒ素に汚染されたこ

とがあった。 

また、未遂に終わっているもの

の水源へのテロ行為として認

識しておかなければならない

事案として、水道インフラの制

御システムに対するサイバー

テロが挙げられる。2021 年米

国フロリダ州の水処理施設の

監視制御システムに対してハ

ッカーが遠隔操作で水道水に

含まれる水酸化ナトリウムの

基準値を変更した事案が発生

した。上水道の質を維持するた

めのシステムを変更するテロ

行為であった。 

 

・ 食品等の製品が汚染された事

案 

1968 年に発生したポリ塩化ビ

フェニルやポリ塩化ジベンゾ

フランによるカネミ油症事件、

1955 年に発生したヒ素化合物

による森永ヒ素ミルク事件が

挙げられる。この２事案は製造

された製品そのものが汚染さ

れていたために健康被害が発

生した事案である。食品が化学

物質で汚染された事案は、現在

でも散発的に発生している。発

生頻度が高い物質はメタノー

ルやジエチレングリコールが

挙げられる。特にメタノールの

混入は世界各国で何度も発生

している。例えば、1986 年イ

タリア（23名死亡）、1998 年マ

ダガスカル（200 名死亡）、1999

年ブラジル（35 名死亡）、2000

年エルサルバドル（122名死亡）、

2002 年及び 2004 年ノルウェー

（17 名死亡）、2001 年エストニ

ア（68 名死亡）、2010 年ウガン

ダ（80 名死亡）、2012 年チェコ

（38 名死亡）、2012 年カンボジ

ア（49 名死亡）、2013 年イラン

（8名死亡、入院 694 名）、2013

年リビア（51 名死亡、中毒者

1000 名以上）、2014 年ケニア



（126 名死亡）、2015 年ナイジ

ェリア（23 名死亡）、2018 年（マ

レーシア（45 名死亡）、2019 年

コスタリカ（25 名死亡）、2020

年メキシコ（35 名死亡）、2021

年モロッコ（21 名死亡）、2022

年ペルー（54 名死亡）、2023 年

ロシア（30 名死亡）などが挙

げられるが、死亡者数が多く医

療機関に相当数の収容が求め

られるであろうことが読み取

れる。アルコールに混入される

ので大人が被害に会うことが

多い。列挙した中で、2000 年

のエルサルバドルの事件はテ

ロと考えられており、ローン・

オフェンダーが実行可能な事

案と認識する必要がある。ジエ

チレングリコールの混入は、

1985 年のオーストリア産のワ

インに混入され世界で流通、

1996 年のハイチでは解熱剤に

混入、2007 年の中国では練り

歯磨きに混入、2007 年のパナ

マでは歯磨き粉に混入、2009

年のナイジェリアでも歯磨き

粉に混入、2022 年のインドネ

シアでは咳止めシロップに混

入されているなど、他に南アフ

リカ、スペイン、インド、アル

ゼンチン、バングラデシュでも

報告されている。腎不全を発生

し重症化するため、特に子供の

死亡事例が多く報告されてい

る。 

エチレングリコールの他に、最

近でも報告のある製造時の混

入事案としては、2008 年に発

生した農薬であるメタミドホ

スが中国製冷凍餃子に混入し

ていた事案（意図的に混入され

ていたとされるが、製造過程で

入っているためこちらで取り

上げた）、2008 年のメラミンが

混入した中国製粉ミルク事案

（ミルクの窒素含有率を上げ

良い製品に見せるために混入）、

2013 年の日本製冷凍ピザに農

薬であるマラチオンが混入し

ていた事案、2022 年にカナダ

で発生した香辛料へのアコニ

チン含有植物の混入事案、2023

年のアレルギーに効果がある

とされた紅茶にステロイドが

添加されていた事案など、さま

ざまな事案が存在する。 

 

・ 意図的な混入 

古い事案としては、飲料やチョ

コレートに青酸を混入させた

1977年の青酸コーラ事件、1984

年〜85 年に発生した菓子に青

酸を混入させたグリコ・森永事

件、1998 年のカレーにヒソ化

合物を混入した和歌山カレー

事件、1998 年の新潟、三重、

愛知、京都など日本各地で発生

した飲料へのアジ化ナトリウ

ム混入事件、2003 年に発生し

た米国メイン州でのヒ素入り

コーヒー事件、同年米国デトロ

イト州で発生した農薬入り牛

ミンチ事件、2005 年静岡、2012

年仙台で、2023 年京都で発生

したタリウム投与事件、全国各

地（あるいは世界各地）で発生



しているとされるアルコール

等の飲料に睡眠薬を混入させ

るデート・レイプドラッグ事件、

Medical Child Abuse と呼ばれ

る子供に不必要な薬を与える

児童虐待など枚挙に遑がない。

また、猛毒のリシンをトウゴマ

からアルコール飲料で抽出し

て飲ませる事件も日本だけで

なく海外でも確認できる。 

前述の製造段階での混入でも

取り上げたエチレングリコー

ルであるが、日本で犯罪を目的

として経口摂取させ、死に至ら

しめている事件が散見されて

いる。ネット上にも情報があり、

エチレングリコールによる犯

罪の裁判資料において、人を殺

めても発覚しにくい方法とし

てネット検索されたことが判

決文に記されている。グリコ・

森永事件の 1985 年にはパラコ

ートなど農薬を飲料に混入さ

せた事件が 1都 2府 22 県で 78

件発生し、和歌山カレー事件の

1998 年の事件後 5 ヶ月間だけ

で全国各地で 30 件以上の毒物

事件が発生、またアジ化ナトリ

ウムの事件は 1998 年に 4 件も

発生していた。すなわち、模倣

した犯罪が数多く発生したと

いう特徴が報告されている。他

害事案ではないが、硫化水素自

殺が2008年に突然1000件以上

発生したことも一種の流行・模

倣であるといえよう。化学物質

事案の一つの特徴と言える。 

 

・ 有毒ガス等の漏出、異臭 

有毒ガスが事業所や運搬中に

漏出した事故が挙げられる。例

えば 1993 年に愛知県岡崎市内

の東名高速道路で発生したク

ロルピクリン漏出事故や 2008

年救急搬送された患者のクロ

ルピクリンを混じた嘔吐物か

ら発生した有毒ガスによる医

療機関の汚染事故が挙げられ

る。他には 1994 年にインドの

ボパール州で発生したイソシ

アン酸メチル漏出事故（死者

8,000 人）や、2021 年にフィリ

ピンの製氷工場で発生したア

ンモニア漏出事故、2022 年に

ヨルダンのアカバ港で塩素の

容器が落下破損し塩素が漏出、

13 名が死亡し 265 名が負傷し

た事故などがある。本邦では硫

化水素や塩素ガスが何らかの

原因で発生し、事業所内等で暴

露することによる事案が多数

報告されている。一方、異臭を

感じる事案が往来の多い場所

や学校等で発生した場合には、

多数の搬送が発生することが

あることに注意が必要である。

すなわち、健康被害がはっきり

しなくても不安が強く認めら

れることがあり現場が混乱す

る可能性がある。 

 

3. 各国の化学事故・災害に対する公衆衛

生と中毒情報センターの取り組み 

・ GHSIシンポジウムとして2025

年 2 月 6 日（Day1）、2 月 13

日（Day2）、2月 20 日（Day3）



に行われた。それぞれの詳細

は本報告書の末尾に付記する。 

・ テーマ：中毒センターと公衆

衛生部門の協力による化学事

故マネージメントの強化 

化学事故災害に際して、中毒情

報センターと公衆衛生部門の

連携が求められた事例などが

共有された。 

 

・ フィリピンでのアンモニア漏

出事故 

2021 年に発生した、製氷工場

でのアンモニア漏出事故にお

いて、フィリピン大学国立中

毒管理センターとフィリピン

大学総合病院が連携し、傷病

者の対応、情報共有、公衆衛

生部門との連携が行われた。

公衆衛生部門と中毒情報セン

ターの連携が成功した事例と

されたが、さらに公衆衛生と

中毒情報センターを統合強化

することが提言された。 

 

・ オマーンにおける塩素ガス漏

洩事故 

2023 年に発生したオマーンの

工業地帯で発生した塩素ガス

の漏出事故では、ガス吸入に

より 42 名が負傷したが、国家

レベルで危機管理計画が発動

さ れ 危 機 対 応 チ ー ム

（National Hazmat Team）も

出動した。オマーンの公衆衛

生危機管理センターから中毒

管理センターに速やかに情報

が共有され、個人防護具の装

着や除染方法の指導がなされ

た。公衆衛生部門と中毒情報

センター等が速やかに連携す

ることで、速やかな負傷者の

受け入れにつながったと評価

された。一方で、除染設備や

電子的な情報共有システムが

なく情報共有に限界があった

ため、今後、整備が望まれる

と振り返られている。 

 

・ カナダにおけるアコニチン中

毒 

2022 年 2 月にカナダで発生し

た、輸入香辛料に含まれてい

たアコニチンによる食中毒事

例が取り上げられた。カナダ

では５つの中毒情報センター

が 24 時間、市民や医療関係者

に中毒に関する情報提供を行

っている。医療機関で覚知さ

れたアコニチン中毒に関して

“砂姜”という香辛料が関与

していることが判明し、地域

保健部門や州の疾病管理セン

ターに通知をしたが、国レベ

ル（連邦食品検査庁）での製

品のリコールは行われなかっ

た。しかし、8 月には最初に覚

知された州とは異なる州でア

コニチン中毒が発生し香辛料

の“砂姜”が原因であること

が突き止められ、連邦食品検

査庁が自主改修措置を命じた。

すなわち、2月に覚知されてい

た事案が国レベルでの対応が

なされず、8月に同様の食中毒

が発生したことになった。こ



の事例以降、カナダ全土にお

いて、中毒情報センターと公

衆衛生部門の正式な連携体制

及びトキシコビジランスが強

化されることとなった。課題

としては 、稀な毒物に対し

ても迅速に検査可能な体制を

全国区的に整備すること、ト

キシコビジランスの重要性の

周知、公衆衛生部門と中毒情

報センターの連携だけでなく、

異なる機関（医療、公衆衛生、

規制機関、司法機関等）の連

携も重要であることが挙げら

れた。日本においても、毒入

り冷凍餃子事件での対応にお

いて類似点が多く、多機関連

携が平時から構築されている

ことが望まれる。 

 

・ タイにおけるメタノール中毒

事故 

2024 年にタイで発生したメタ

ノール事故では、当初中毒情

報センターに中毒事案の報告

が相次いでなされ、ハーブ酒

が原因と考えられる」メタノ

ール中毒が発生し44人が中毒

となり 10名が死亡した。医療

機関においては、緊急対応が

早期よりなされ、中毒情報セ

ンターや保健所、警察との連

携が構築された。公衆衛生部

門と中毒情報センターが迅速

に連携することによって、被

害拡大の防止に成功した事例

としての評価があった。一方

で、ホメピゾールが十分に用

意されておらず、国家的な備

蓄も求められるのではないか

といった課題が挙げられてい

た。 

 

・ 英国における DNP（2,4-ジニト

ロフェノール）中毒 

DNP 中毒は 1933 年に体重減少

作用が発見されたため注目さ

れたが、白内障といった副作

用があるために1938年には医

療用としての用途は禁止され

た。しかし、DNP による健康被

害は 2015 年から 2018 年に集

中し、英国のみならずスウェ

ーデン、ノルウェー、オース

トラリアでの報告が認められ

た。2010 年 1 月から 2020 年 9

月までで WHO とともに収集し

たデータ 434 例中死亡率は

11.9%であった。英国で増加し

ていたため、公衆衛生の視点

から英国国立毒物情報サービ

ス（中毒情報センター）、英国

保健安全保障庁、食品基準庁

が連携し、医療従事者への情

報提供を行い、公衆衛生部門、

規制機関、警察などとの協力

体制の確立、国際的なオンラ

イン販売の取り締まりを行っ

た。2023 年には DNP は英国毒

物法に基づく毒物に分類され、

食品としての販売が違法化さ

れた。トキシコビジランスや

関係各機関の連携、公衆衛生

情報提供や診療ガイドライン

の迅速な更新が評価される一

方で、課題としては、法律改



正のプロセスの複雑性、診療

ガイドラインの正確かつ迅速

な提供、自動化されたトキシ

コビジランスシステムの必要

性が挙げられていた。 

 

・ チリにおける化学倉庫火災 

チリで 1995 年に発生した、化

学倉庫火災事故では10時間以

上に及ぶ火災でサンディアゴ

市内全域に有毒な煙が立ちこ

め、深刻な健康被害を引き起

こした。この事故対応では、

倉庫に保管されていた化学物

質に関する情報が不足してお

り、米国の緊急対応センター

“CHEMTREC”に協力を要請す

ることとなった。当時は中毒

情報センターへ消防や医療機

関から多数の問い合わせがあ

ったものの、公衆衛生部門と

の連携は十分機能しておらず、

化学災害に対する法整備が不

十分とされた。公衆衛生部門

の対応としては、周辺住民の

避難勧告、環境モニタリング、

医療機関での健康調査を行っ

ていた。その後、2000 年には

化学緊急対応センターが設立

され、化学物質の安全データ

シートのデータベース構築、

化学物質に中毒情報センター

の連絡先を表示することの義

務化、化学災害緊急対応の専

門チームの養成を行なった。

2009 年には中毒情報センター

と公衆衛生部門の連携が整備

され、事故時の情報支援体制

がとられることとなった。ま

た、2016 年には化学事故をオ

ンラインで記録・通報するた

めのプラットフォームも整備

された。現在、化学災害に対

する定期的な訓練プログラム

が実施され、中毒情報センタ

ーと公衆衛生の連携が強化さ

れているとのことであった。 

 

・ 米国における合成カンナビノ

イド製品への殺鼠剤混入 

米国フロリダ州で2021年に合

成カンナビノイド製品(マリ

ファナ)に殺鼠剤ブロジファ

クムが混入されていたため使

用者に出血症状が持続し、4

名の死亡、100 名以上が入院す

るといったアウトブレークが

発生した。異なる医療機関で

はあったが、数日以内に出血

傾向を呈する患者が複数報告

され、全患者にマリファナの

使用が認められたため製品の

化学分析が行われた。その結

果、長時間作用型の抗凝固性

殺鼠剤であるブロジファクム

が検出され、これはワルファ

リンの 100 倍以上の作用があ

り長期間高容量のビタミン K 

の投与が必要であった。中毒

情報センターからのこれらの

情報提供と、州保健局、連邦

機関との連携が速やかに行わ

れた。公衆衛生機関としては、

最初に事案が判明した時から

対象と考えられる地域に情報

を提供し、症例のサーベイラ



ンスが行われ疑い例を含む５

２例が特定された。特定され

た症例の社会的背景（無保険、

ホームレスといった経済的背

景）も情報収集されたため、

各機関や企業との連携を通じ

て治療に必要なビタミン K の

無償配布などの対応が行われ

た。保健、医療、法執行機関

が連携し、原因化学物質の迅

速な分析、患者のフォローア

ップのための地域健康保健計

画への登録促進や医療機関へ

の治療ガイダンスの発出、報

道への通知などが評価された。

一方で、ビタミン K の供給不

足と備蓄の必要性、無保険・

ホームレスに対する医療支援

体制、法執行機関との情報共

有の制約などの課題が示され

た。 

 

・ 米国での麻痺性貝毒中毒アウ

トブレイク 

米国オレゴン州において 2024

年に麻痺性貝毒による42名の

食中毒アウトブレイクが発生

した。野生のムール貝を摂食

したことにより生じた事例と

され、中毒情報センターに入

った症状などの情報から臨床

的に麻痺性貝毒と診断された。

その情報はすぐに現地の郡保

健局に通報され、複数の患者

が確認されたことからクラス

ター発生と認識され、州保健

当局と中毒情報センターが共

同で緊急通知文を作成し情報

発信が行われた。州保健局は

麻痺性貝毒の症例の基準を定

義し、中毒情報センターへの

入電、WEB 調査、摂食者からの

聞き取り調査、医療機関から

の報告により42症例を確認し

た。州保健局と中毒情報セン

ターは共同で、医療期間への

通知、公衆向けの様々なメデ

ィアを介した警告、多言語で

の情報提供、現地調査を行っ

た。課題としては、貝毒のモ

ニタリング検査をどのように

行うか（検査の頻度など）、ア

ウトブレイク発生前の統一し

た対応の整備、クラウド型の

疫学調査ツールの必要性が挙

げられた。 

 

 

 自衛隊・軍事関連分野における国際

知見（NBC 関連）：木下学 研究分担

者 

R4：新型コロナ肺炎への米国・米軍の対応 

R4 年度の MHSRS では、COVID-19 パンデ

ミックに米国が如何に対応したか、数多くの発

表がなされた。COVID-19によるパンデミックは

B 剤脅威の最も深刻な典型例であった。

COVID-19 ウイルスは、突如として中華人民共

和国の武漢で発生した全く未知のウイルスであ

った。由来に関しては WHO による客観的な調

査が行われていないため、全く不明である。致

死性が高く発症前から高い感染性を有する細

菌やウイルスは、容易にパンデミックを引き起こ

す。遺伝子改変技術の進歩に伴い、このような

病原体の出現は現実的な脅威となった。この

種の生物剤脅威を念頭に、未知なる病原体に

迅速に対応できるワクチン開発のプラットフォ



ームとして、mRNA ワクチンや DNA ワクチンの

研究開発が米国防総省主導の下で莫大な資

金をかけて行われて来た。次なる B 剤脅威へ

の 有 効 な 対 処 策 （ MCM; medical 
countermeasure）を立てるには、過去から学こと

が重要である。 

R4 年度の MHSRS では学会初日に Teyhen
准将（Brooke 陸軍病院長）から米連邦政府の

対応が次のように紹介された。 

【講演概要】 2020 年 5 月に operation warp 

speed (OWS)という対策が始まった。ウイルス自

体を制御すると共に、感染からの合併症に対

応する 2 正面作戦である。国防総省や退役軍

人局、CDC、FDA など関係する 10 省庁がホワ

イトハウスの下に協力した。ホワイトハウスをトッ

プに、タスクフォースが NIH と各専門家グルー

プの助言の下、製造物の管理調整、研究、臨

床対応、患者血清採取、製造、普及の６つの

チームを編成してオールアメリカで対応した。と

くに公衆衛生部門と民間医療部門の協調が重

要だった。サイト上での情報公開もしっかりとし

たが、これが重要であった。各州の知識と能力

を結集した。モノクローナル抗体の製造が得意

な州、PCR が得意な州など（中央集権の日本と

は基本的に違う）、各州で特徴があるそうだ。こ

のような精力的な対応により、1 年目に早くもモ

ノクローナル抗体による治療が行われた。臨床

での治験は軍が得意であり、これを迅速に行っ

た。軍は感染症の国際的な情報収集も得意で

あり、これが迅速なワクチン製造に繋がった。

FDA による緊急承認も重要なポイントであった

（EVA; emergency use authorization) 。 

 

【米軍各部門、セクションでの対応】 

続いて、COVID-19 パンデミックへの対応に

関して米軍の各医療施設からの発表があっ

た。 

１． Walter Reed 医療センター (CHARM 

study) 

Walter Reed では CHARM study という

prospective study を行った。海兵隊員は罹患し

ても経過がしっかりと追えるので prospective 

study に適している。あらかじめ健康な新兵に

PCR を施行して、そこから感染患者の発生を

待った。3,249 名が登録し、1%が PCR 陽性であ

ったが、そのうち 65.2%は無症状であった。最

終的には陽性が 1,107 名、陰性が 1,375 名とな

った。ウイルスの変異によって症状の軽減があ

った。詳しい解析は今後、行われるという。この

CHARM study では、COVID-19 感染後の後

遺症、すなわち訓練等での運動能力へ与える

影響も見ている。普通の訓練と戦闘訓練、中長

距離走のタイムなど、いろんな運動能力を感染

前後で調べていた。総じて感染自体は軽症で

あったようだが、パフォーマンスの低下は認め

られた。今後はワクチンの影響や免疫能の変

化も見ていく。後遺症に関してもみている。 

２．米空軍の排水サーベイランス 

 米空軍での COVID-19 感染症に関するサー

ベイランス。詳細な解析検討はこれから。この

サーベイランスをサル痘でもやりたいとのこと。 

３．ハワイ Tripler 陸軍病院 

 INDOPACOM ではインドネシアと共同訓練

Garuda Shield を毎年やっている。熱帯湿潤地

域 で の コ ロ ナ 感 染 の 特 徴 を 調 べ て い る 。

Prometheus 2.0 プロジェクト。訓練参加者のうち

75 人が感染した。感染者の血中コルチゾール

値はハワイに帰ってから上昇したが、Spike 蛋

白の IgG はハワイへ帰ってきて低下した。再感

染の危険があるのか？ワクチンの影響など、詳

しい検討は今後なされるらしい。 

 

４．米軍医大(USUHS) IDCRP  

USUHS の感染症臨床プログラム(IDCRP; 

Infection Disease Clinical Research Program)

の新興感染症に対する EPICC study 



(Epidemiology, Immunology, Clinical 
characteristics)の一環として COVID-19 を対

象とした。2020.3~2022.4 の期間で感染者の

症状とかを詳細に観察。不安や疲労、鬱のよ

うな後遺症が 6 か月も続く。咳は減るが関節

痛は増強し、これが 3 か月は続いた。非感染

者のデータがないのが問題か。今後はオミク

ロン株やワクチンの効果を検討する。 

USUHS とエモリ―大免疫微生物学講座の

共 同 研 究 と し て 、 PASS study (prospective 
assessment of SARS-Co-2 seroconversion)が

行われた。Waler Reed 病院の勤務者を対象と

した。mRNA ワクチンを接種した健常人の

prospective study で あ る 。 Microbead-based 

multiplex immunoassay (MMIA)を使っている。

6 か月で抗体は減少していた。ワクチンはオミク

ロン株にも有効だった。 

特記すべきは、米軍では COVID-19 パンデ

ミック下であっても、決して COVID-19 対策一

色にならず、幅の広い厚い研究をしていた。新

たな脅威となる可能性がある COVID-19 以外

のウイルス病原体に対するワクチンの開発研

究を、Walter Reed 医療センターと米陸軍感染

症研究所（ USAMRIID; US Army Medical 
Research Institute of Infectious Diseases）が中

心となって行っていた。以下に紹介する。 

1. Walter Reed 医療センター ジカワクチン 

ジカは日本脳炎、黄熱と共に蚊が媒介する

ウイルス感染症。やっと 1 年前からジカワクチン

の第 1 相治験が始まった。2015 年にジカが米

国で見つかってから 5 年経っていた。ワクチン

開発のスピードが遅いのか早いのか分からな

いが、彼らは遅いと感じているようだ。Lancet で

はよく効いたと発表している（サルでの研究

か？）。2 回接種するが半年あけて 2 回目を打

つ。日本脳炎、黄熱のワクチンとの相乗効果も

期待される。T 細胞の反応を見ていた。他にデ

ングワクチンも開発中である。全世界に展開す

る米軍にはこの種のワクチンが必須だ。 

2. 米陸軍感染症研究所（USAMRIID） 

 針なしで打てる DNA ワクチンの開発。

Pharmajet という。筋注・皮下注と皮内注の２つ

のタイプがある。ベネズエラ馬脳炎（VEEV）の

ワクチンとして、サルを使ってやっている。サル

への VEEV の感染に関してはエアロゾルで肺

から吸入させている。筋肉内へワクチンが入っ

ていくが、なぜ針がなくてよいのか？今後、臨

床検討をやる予定らしい。 

TREAT (Threat Reduction of Emerging 

pathogens/toxins using antibody therapeutics)
プログラムというのを行っている。南北アメリカ、

アフリカ、スウェーデン、ジョージアに拠点があ

る。出血熱ウイルスへのワクチン開発を念頭に

したプロジェクトであるが、ヒトモノクローナル抗

体開発のプラットフォーム作りである。エボラウ

イルスの感染からの生還者８人のB細胞を取っ

てきて抗体を精製、中和活性を見ている。いろ

んな抗体から強い抗体を作り出す Bi-specific 
mAb 戦略。非常に洗練された手法を用いてい

る。 

 

R5：米国・米軍のウクライナ支援について 

R5 年度の MHSRS では、ウクライナ戦争で

の軍民問わず膨大な数にのぼる負傷への対

処・治療が話題になった。ウクライナ戦におけ

る医療対処に関する詳細な報告と討論があっ

たが、報告はすべて米国人からで、あくまで支

援者である米国から見た現状報告であった。 

【米国のウクライナ支援法案】 

 NDAA 2023 （ 国 防 権 限 法 案 National 
Defense Authorization Act）という支援プログラ

ムが米国にはあり、R5 年度の NDAA Section 

736 の概要を如何に示す。 

1. ロシアウクライナ戦争の教訓をウクライナと

米国で共有する。 

2. ウクライナと米国との両者で軍事医学の専



門家会議や交流を促す。 

3. 米国は健康に関する政策や行政、リソース

などに関してウクライナ軍と協力する。 

4. 新規や新型の兵器による健康への影響に

ついて研究を共同で行う。 

5. ウクライナ軍と米軍医大 USUHS の間で、医

学生の軍事医学教育に関する相互教育プログ

ラムのための合意を締結する。 

6. 米国はウクライナの負傷兵に関する支援プ

ログラムの確立に協力する。 

7. ウクライナ軍の次の分野の訓練を支援する。

CBRNE 対処、予防医学と感染症、PTSD、自

殺企図。 

8. 米国はウクライナ支援に必要な医療リソース

のリストを維持管理しておく。 

R6 年度の NDAA Section 721 の概要では、第

一線救護と研究に関する交流プログラムが

Section 736 に追加された。四肢外傷、アンプタ、

PTSD、TBI、他のメンタルヘルスに関する支援

と訓練についてである。専門家からの意見交

換、高度な臨床手技に関する支援と訓練、実

臨床例での支援と訓練に関するものなども追

加された。 

 

【米国のウクライナへの医療支援の概要】 

多剤耐性菌感染症の医療対処研究や負傷

者 の リ ハ ビ リ と 装 具 の 相 談 、 Joint Trauma 

Registry の構築、放射線被ばくに対する防護

具とトリアージに関する支援、ウクライナの戦場

での医療リソースの供給とサプライチェーンの

構築に関して協力・支援している。 

教育と訓練では、外傷や外科の関連学会への

参加（あまり実践的な効果はないと思われるが）、

ASSET (Advanced Surgical Skills for 
Exposurein Trauma; 御遺体を用いた外傷トレ

ーニング)への参加（効果がありそう）、止血処

置訓練、メンタルヘルスケア（遠隔支援含む）を

行った。 

研究では、ロシアウクライナ戦争での負傷者治

療の評価を行った。医療従事者に対するリモ

ートでの面談調査、プレホスピタルでの治療、

ダメージコントロール手術、後送処置、高度な

治療、リハビリ、ASSET コースの支援（ポーラン

ドで行うらしい）、外傷治療、リハビリ、再生医療、

メンタルヘルスの分野での共同研究なども行っ

ている。かなり具体的に戦場での教訓を学び

取ろうとしている。 

 

【ウクライナの医療体制の現状】 

 ウクライナの外傷治療システムは未熟で全体

として欠陥がある。しかし、急速に米国主導で

救急医療体制が構築されつつある。現状では

医療レベルは個々の医療施設の能力に依存

していて、国全体での救護システムがない。エ

ビデンスに基づいた治療ガイドラインのようなも

のもない。外科医を含めて旧ソ連時代の“もの

を言わない古い体質”が残っている。救急医療

体制ができておらず、プレホスピタルでの治療

が行われてない。Joint Trauma Registry のよう

な外傷登録システムがなく、どんな治療が行わ

れているか詳細が不明である。 

 

【ウクライナでのプレホスピタルケア】 

前述したが、地域や施設間での格差が激し

く、施設間の相互連携がない。航空機を使った

患者後送はなく、救急車、車、列車といった後

送手段を使っているが、医療を受ける場所まで

の列車での後送には 2，3 日もかかっている。 

 

【ウクライナにおける病院での治療】 

 外傷や熱傷のガイドラインがない。ATLS 

(advanced trauma life support)がなく、主観的

治療がなされている。最近教育された若い医

者の方がエビデンスに基づいた治療ができる。

軟部組織の治療方針がバラバラで統一されて

いない。四肢の骨折を直すのに時間をかけす



ぎている。医療備品が不整備で欠乏している。

人工呼吸器チューブのような消耗品もストック

がない。もし、お金を持っていたら医療機器を

自費で買う。大怪我しても家族に金がないと何

もできない。感染制御が徹底されておらず、単

純に手を洗うだけ。一方、抗生剤は使い過ぎで、

多剤耐性菌を作っている。 

 

R6：米国・米軍の最新 CBRN 防護施策 

 R6 年度は米国における最新の CBRN 対処

に関する動向を CBD S&T に参加して調査した

ので以下に紹介する。 

Vann 氏（NBC 防護プログラム担当国防次官

補） 

最近 2 年間の CBRN 分野でのオーバービュー 

【講演概要】これまでに、エボラや、英国での神

経剤ノビチョクによる暗殺事件、コロナパンデミ

ックなど、いろんな脅威があった。国際的な協

力が CBRN 防護、とくに CB 対処では重要だ。

我々の目的は米国民の保護、そして民主主義

の保護にある。自由で開かれたインド太平洋に

言及し、日本が重要だと言っていた。また、ロ

シアのウクライナでの大規模な軍事侵攻にも言

及し、ウクライナの民主主義を守ると言ってい

た（バイデン民主党前政権のメンバーの発言）。

中国のバイオテクノロジーはかなり進んでいい

て、その技術の進歩とスピードは我々にとって

脅威だ。AI/ML はじめ先端技術はすべて医科

学分野に通じており、Human machine interface
がその例だ。我々はこの分野におけるアカデミ

アの貢献に期待・注目している。 

 

Watson 氏（CB 防護担当国防副次官補）と

DTRA JSTO (Joint S&T Office) ト ッ プ の

Kristovich 氏の対談 

【対談内容】生物化学防護で重要なことは兵士

にとって有用な情報を集めることだ。

INDOPACOM に焦点を当てていた。ここでの

作戦域は広大で CBRN 脅威に関しても地政学

的な特徴を考慮して、診断や治療処置に工夫

が必要だ。一方、国内でも CB テロの抑止には

航空機搭乗事前チェックなどに関して進化が

必要だと強調していた。 

 前線での兵士の CB 脅威事案での診断治療

をどう進めるか？そのプラットフォーム作りが重

要だ。スピード感を持って進める。フィリピンや

オーストラリアと協力してやっていく（日本とは

言わなかった）。ワクチン接種もその 1 つだ（バ

イデン民主党前政権のメンバーの発言でトラン

プ共和党現政権になってからはワクチン政策

の見直しが進んでいるようだ）。Small molecule 

diagnosis を強調していた。 

Medical/physiological wearable と

physical/environmental wearable に注目してい

た。ウエアラブルデバイスがキーワードか。バイ

オサーベイランスも重要で、検知機器の開発を

急ぐこと。早期検知のためのデータを収集す

る。 

 国際的な生物剤防護は英国とかとも協力して

やっている。タイムラインが重要で、先進技術も

現場に届くころには時代遅れになっているかも

知れない。これら技術を早く現場に届けること

が肝要だと言っていた。 

 

Pope 氏（Cooperative Threat Reduction; CTR
のトップ）  

【講演概要】CTR（協力的脅威削減計画）は、

旧ソ連の各共和国が保有する大量破壊兵器

の脅威を削減し拡散を防止するため，アメリカ

が 1992 年から行なっている支援計画で、大量

破壊兵器の削減をやっている。現在は対象を

世界中に広げて大量破壊兵器の削減を行っ

ている。これには生物化学兵器も含まれ、イラ

クやシリアの化学兵器処理もやった実績がある。

カザフスタンではソ連の生物兵器処理、パキス

タンでも生物兵器？化学剤？核兵器？を処分



したらしい。ウクライナでの核兵器の処分にも

関与している（ソ連邦崩壊直後の話か）。アフリ

カではワクチンプログラムもやっている。ポリオ

ワクチンがその例だ。OPCW とは特別な関係で、

現在は生物化学兵器の破壊を主にやっている。

2 つの大きなプログラムがある。 

Bio PREVAIL：生物剤に関して。次なるパンデ

ミックに対して世界中で監視をしている。感染

症に国境はなく、バイオサーベイランスが重要

だ。さらに検知に関する研究開発もやってい

る。 

Global congress on chemical security and 

emerging threats：化学剤に関して。これは

OPCW と深い関係がある。 

 

Hotchikise 氏（OPCW アドバイザー） 

OPCW（化学兵器禁止機関）は化学兵器禁止

条約 CWC (Chemical Weapon Convention)に

基づき 1997 年に設立された機関。 

【講演概要】  

１．毒性化学剤：前駆体、弾薬化したもの、装

備化したもの（兵器ではない）を対象に扱う。平

和時では、化学剤になるものはすべて禁止と

いうわけではない。ここがポイントだ。OPCW は

193 か国が加盟。イスラエル、南スーダン、エジ

プト、北朝鮮の４か国が非加盟。アンゴラやミャ

ンマーも加盟している。米国は現在、完全に化

学兵器の製造や保持を止めている。OPCW は、

現在も化学物質の国際間の移動を監視してい

る。化学剤に関する緊急事態への対処訓練も

やっている。 

２．サイエンステクノロジー：これはどんどん進

歩していく。AI もふんだんに入って来る。最近

の傾向として化学剤だけでなく生物剤や

AI/ML、SNS、VR など各分野の境界がなくな

ってきた。データサイエンスを利用して新規物

質を作ったりしている。ロボット技術や自動化技

術で脅威となる剤の製造速度が速くなった。散

布にはドローンが使われる。 

３ ． AI で の 研 究 に も 挑 戦 し て い る 。

Crowd-sourcing といって、不特定多数の人の

寄与を募り、必要とするサービス、アイデア、ま

たはコンテンツを取得するプロセスに注目して

いる。AI やロボットを用いて PPE の製造や創薬

が自動化、スピードアップをしている。 

 

 医療と法執行機関との連携：若井聡

智 研究代表者、近藤 久禎 分担

研究者 

令和 4 年度  

銃器立てこもりや大量殺傷型事案に対応す

る医療体制の必要性を提示できた。 

「事態対処事案関係機関連携モデル（案）」を

作成し、警察・消防・医療機関間の連携イメー

ジを図示した。医療チームの構成、活動地点、

安全確保などに関する課題を整理した。 

 

令和 5 年度 

医療従事者が現場近くに配置される意義、

医療者の安全確保と法的整合性、DMAT が対

応可能な理由等を明文化した。関係省庁・自

治体・医療機関との意見交換を通じて、制度的

障壁（病院長承認、費用・保険対応、指揮命令

系統）を抽出した。 「NBC テロその他大量殺

傷型テロ対処モデル」への統合可能性を示し、

別モデルとしての必要性を区別した。 

 

令和 6 年度  



大阪府警との協議を繰り返し、実働訓練に

大阪 DMAT が参加して安全性や連携の方法

を確認した。 全災害拠点病院からの DMAT
派遣体制を大阪府として正式に承認された。  

医療と警察間の情報共有シートを作成し、研

修および実地訓練で使用して検証した。 さら

に事態対処救護研修を大阪府警職員向けに

実施した。 

 

＜抽出された課題と対応策＞ 

令和 4 年度時点では、事態対処事案におけ

る医療機関と法執行機関、その他関係機関と

の連携についての全国的な体制整備の欠如

が課題で、解決のためには作成した「関係機

関連携モデル」を関係機関に照会し、各関係

機関から抽出される意見を反映させて実効性

のあるものにすること、と連携してくれる医療チ

ームの補償等の整理をしなければならなかっ

た。 

令和 5 年度には、「（たてこもり事件や要人警護

の際に）医療が現場近くにいる意義」としては、

現場で外傷診療に長けた医療従事者がいた

場合、現場近隣の比較的安全な場所まで移動

したのち、すぐに応急止血処置を実施できるた

め救命の確率が十分に上がることが推測でき

る。と報告した。また、連携してくれる医療チー

ムとしては、現場の医療従事者に求められる能

力としては、患者に対する処置が最も大きいが、

同時に警察を中心とした関係機関との連携、

医療機関との連絡などの調整機能を核とする、

いわゆる指揮と連携Command&Controlの役割

も求められる。その意味では、DMAT が適して

いると考えた。 

令和 6 年度は、大阪府をモデルケースとしてＤ

ＭＡＴ研修の際に、アドバンスコースとして、当

該事案への対処を学ぶ機会を設けという計画

であったが、さらに進んで大阪府 DMAT が立

てこもり事案で現場に派遣される体制が構築さ

れた。ただし、この体制を全国に普及させるた

めには、以下の課題があり、対応を講じて実施

し続ける必要がある。 

1. 事案発生時における DMAT 派遣の正当性

と補償：各都道府県の DMAT 活動要領と保険

制度の整合性確認が不可欠。  

2. 医療者と法執行機関との情報共有：情報シ

ートの活用と訓練による相互理解の促進。  

3. 特殊外傷・心理的支援の研修：個人防護用

のチョッキ及び防弾チョッキ等の装着者への対

応、人質経験者へのケアなど事態対処医療特

有の技術習得が必要。  

4. 輸血、銃器知識など：今後の研修項目に含

め、全国研修標準化を目指す。 

 

 

 国民保護訓練のあり方に関する研

究：若井聡智 研究代表者、近藤 

久禎 分担研究者 

令和 4 年度  

沖縄県先島諸島を対象とした図上訓練におい

て、武力攻撃予測事態における避難の基本方

針を確認した。要配慮者の搬送時期・搬送手

段・搬送先の選定については考慮されておら

ず、会議への医療分野からの参加が少ない現

状を踏まえ、要配慮者支援の必要性を関係機

関に提言した。またその搬送計画には、避難

行動要支援者を九州まで移送することは困難

であり、与那国島の要配慮者を石垣島にある

県立八重山病院で受け入れる計画も策定して

いただきたいことを説明した。 

令和 5 年度  

鹿児島県図上・実働訓練 

鹿児島県庁に保健医療福祉調整本部が設置

され、鹿児島県：口永良部島・屋久島の住民

（要配慮者 324 名を含む）を対象とした実働訓

練を実施した。鹿児島県 DMAT を中心に、屋

久島の入院患者避難調整、急変時対応が実



施された。屋久島から鹿児島本土の受け入れ

港に中継地点での救護所設置等を設置し、健

康状態をチェックして搬送手段、搬送先調整

することとしたため、妊婦の急変事案、屋久島

の入院患者について健康状態が悪化すること

なく搬送できた。自閉症やひきこもり状態の住

民避難の際に DPAT が助言をして対応した。 

沖縄県意見交換会・図上訓練 

要配慮者を、独歩・護送・担送・重担送に分類

し、各市町村でそれぞれの人数を確認したが、

市町村毎の要配慮者の基準が曖昧であり、正

確な人数把握ができていなかった。 

石垣市では、QR コードを活用した住民避難登

録カードを作成した。この目的は、一般住民が

航空機で避難する際に、空港で円滑に乗り込

むためのものであり、要配慮者の情報を把握

するためには今後、改善が必要であると思わ

れた。 

令和 6 年度 

要配慮者を 7 分類（独歩、要配慮独歩、護送、

要医療護送、担送、要医療担送、重担送）に

分類し、それぞれに必要な搬送手段と人的資

源を整理した。 

民間航空機、船舶、自衛隊 PFI 船、海保巡視

船等のアセットを基に、最大 2 万人/日規模の

避難輸送力を確保可能と試算された。 医療者

や介護士の付き添い条件を属性別に明文化し、

搬送計画に反映させた。 

宮古島市、多良間村、石垣市、竹富町、与那

国町における要配慮者の人数把握を実施し、

属性別に搬送想定を立案。要配慮者の７分類

ごとの搬送途中に必要な付き添いのための人

的資源の整理（案）をした。 

先島各市町村の要配慮者数 

 宮古島市における行政の支援を要する要

配慮者の概数は、4,582 人。 

（うち①在宅：3,392 人、②社会福祉施設入所

者：659 人、➂入院患者：531 人） 

 多良間村における行政の支援を要する要

配慮者の概数は、25 人。 

（うち①在宅：25 人、②社会福祉施設入所者：0
人、➂入院患者：0 人） 

 石垣市における行政の支援を要する要配

慮者の概数は、3,012 人。 

（うち①在宅：1,971 人、②社会福祉施設入所

者：696 人、➂入院患者：345 人） 

 竹富町における行政の支援を要する要配

慮者の概数は、33 人。 

（うち①在宅：14 人、②社会福祉施設入所者：

19 人、➂入院患者：0 人） 

 与那国町における行政の支援を要する要

配慮者の概数は、11 人。 

（うち①在宅：11 人、②社会福祉施設入所者：0
人、➂入院患者：0 人） 

＜抽出された課題と対応策＞ 

令和 4 年度 

要配慮者の避難支援活動の必要性を認識し

ているものの、対応方法を検討するに至ってい

なかった。武力攻撃予測事態において、多数

の住民を安全に避難させるためには、我が国

の災害医療の経験と考え方を基に進めていく

ことが極めて重要である。 

令和 5 年度 

特に鹿児島県の実働訓練を通じて、以下の項

目に課題があることが判明した。 

①武力攻撃事態等を含む国民保護事案で被

災者への支援を行う医療者の選定 

②保健医療福祉分野が対応すべき対象 

③搬送途中の事故やサイバー攻撃など突発

的事案への対応 

④天候、武力攻撃開始、搬送拒否、体調悪化

など不確定要素への備え 

⑤避難住民のトラッキングシステムと情報管理 

⑥避難後生活の中長期的問題 

令和 6 年度 

① 要配慮者７分類の一般化 



② 輸送力の確保 

③ 搬送に関わる人的資源の確保 

搬送元医療者の不足や、搬送途中に加えて搬

送直前、到着直後など搬送中継地点での健康

チェック人員等を考慮すると相当数の医療者

が、避難対象地域を支援する必要があると考

えられる 

これには、医療者のスキルに合わせて段階的

に業務を決定することも必要であると考える。ま

た、多数の住民を安全に避難させるためには、

支援する医療福祉関係者に対して、国民保護

事案及び災害時の搬送に関する教育、実働訓

練が必要となる。また、搬送に関わる資機材の

確保も必要である。 

想定される搬送と必要な医療支援

2次
離島

１ 次
離島
⽯垣島
宮古島

沖縄
本島

九州

医療班配置︓搬送直前・ 後、 搬送中
診療対象者︓要配慮者（ 在宅・ ⼊所・ ⼊院） 、 戦傷者
必要な医療︓健康観察〜戦傷医療（ 爆傷、 穿通性損傷対応など）

 

 

 CBRNE テロリズムに関連する化学

物質の管理に関する研究：江川 孝 

研究分担者 

 PubMed を用いて「terrorism」及び「Chemical 
agents」のキーワードで、2012 年から 2022 年の

10 年分の文献を検索した結果、129 件が該当

した。検索した 129 件中、「Organophosphate」と

and 検索で 12 件の論文が、「Fentanyl」との and
検索で 4 件の論文が該当した。また、第 4 世代

神経剤であるノビチョク（Novichok）との and 検

索では、1 件の論文が該当した。オーストラリア

政 府 は 、 Pharmaceutical Benefits Scheme
（PBS）の一環として、Take Home Naloxone
（THN）予備研究に資金を提供した。THN の評

価は、主要な評価項目に取り組むために、一

次データ収集活動を併用した。量的データと

質的データの両方が、消費者 （THN の受領

者）としてパイロットに参加した人々と、ナロキソ

ンが提供された施設の第一線スタッフ（アクセ

スサイトスタッフ）から収集され、オピオイドとナ

ロキソンの供給と使用に関する行政データと調

査データの分析を収集した。その結果、18 ヵ月

間に 27,955 件のナロキソンが供給されたことが

記録されており、これに対して過去 2 年間の

PBS による供給は 3,579 件であった。図 1 に韓

国（KDMAT）の対テロ時に展開される診療サ

イトの処置室を示す。KDMAT は、放射線災害

や化学テロに備えてヨウ化カリウム剤（KI：安定

ヨウ素剤）、Ca-DPTA/ Zn-DPTA、プルシアン

ブルーを備蓄しており、その規模は 1,000 人に

対して 2 週間分の供給が可能となっている。ま

た、これら備蓄医薬品は 3 年ごとの更新が行わ

れている。 

 

図 1 対テロ時の処置室（KDMAT） 

 

 ＮＢＣ診断・治療 に関する研究：竹

島 茂人 研究分担者 

 化学剤検知紙については、国内メーカーから

も入手可能であった。米国アマゾンからのネッ

ト購入も可能であったが、国内メーカーからの

方が、リーゾナブルに購入できた。 

＜参考＞ 

東洋紡株式会社からの見積金額 

 品名： 化学剤検知紙 

 数量： 10 冊 

 金額： 7,150 円（税込） 

 



Ｄ．考察  

 CBRNE テロ対策医療・救護支援ツール

（MED-ACT）の改訂に関する研究 

（高橋礼子 研究分担者） 

 アンケート結果では、MED-ACT の各項目に

おいて「丁度良い」との評価が多く、特に生物・

放射線・爆発といった個別領域では、内容の

妥当性が比較的高く評価されていた。一方で、

視認性やユーザビリティに関する課題も挙げら

れており、読みやすさや構成にばらつきが見ら

れた。こうした点については、MED-ACT が既

存資料を引用して構成されている特性上、各

資料ごとに構成や表現が異なることが原因と考

えられる。特にフローチャート形式の有無や視

覚的整理の程度に差があり、それが読みやす

さの評価にも反映された。中でも核・放射線・

爆発テロについては、もともと一体化されたガ

イドラインや視覚資料が整っていることもあり、

高評価を得ていたが、他分野との構成上の不

一致は避けがたく、MED-ACT 側で独自に統

一するには制約がある。このような構成の不統

一や視認性の差異は、以前から指摘されてい

る課題であり、本研究としても重要性は認識し

ている。ただし、現時点での改訂では対応に限

界があり、引用元との調整や将来的な再構成

の可能性を視野に入れつつ、今後の検討課題

として位置付けるにとどめたい。 

システム面では、PWA 機能や検索機能、ペ

ージ内リンク、文献リンクなどの多様な要素が

「有用である」と評価された一方、実際には「使

っていない」「存在を知らなかった」とする回答

も目立ち、機能の周知不足が課題として浮か

び上がった。検索機能については特に不満の

声が多く、ヒットの不安定さや複数語検索の不

可といった技術的制限に対して改善要望が集

中 し て い た 。 こ の 点 に 関 し て は 、 現 在

H-CRISIS サイト全体で検索機能のアップデー

トが進行中であり、MED-ACT もその一環とし

て対応予定である。将来的には、健康被害危

機管理事例データベースのようにタグ付けや

組み合わせ検索が可能な構成に改修され、検

索結果の精度や利便性が向上することが期待

されている。また、ピンポイント表示のためのシ

ステム高度化には一定の費用と時間を要する

ことから、段階的な改修として来年度以降も継

続して検討していく必要がある。 

また自由記載の「緊急時にすぐ確認できる

構成にしてほしい」「予習していないと目的の

情報にたどり着きにくい」といった声からは、テ

ロ発生時に迅速かつ的確に必要な情報へアク

セスできるという、MED-ACT 本来の目的に対

する期待が感じられる。しかし、前述の通り

MED-ACT は既存資料をベースに構成されて

おり、利便性や視認性の面では一部に限界が

ある。特に構成の統一や視覚的整理といった

点については、引用元の制約もあり、ツール側

での柔軟な対応が難しい面がある。そのため、

検索機能やナビゲーション機能の充実によっ

て補完を図ることが理想とされるが、現時点で

は H-CRISIS 全体のシステム改修との連携状

況もあり、十分な改善には至っていないのが実

情である。このような状況を踏まえ、災害時の

即時対応が MED-ACT の主目的である一方

で、平時の研修や訓練、教材としての活用も一

つの応用の方向性として考えられる。 

さらに、現在の MED-ACT が CBRNE テロ対

応を主軸として構成されている一方、近年では

実際にサイバー攻撃を受けた医療機関も発生

しており、現実的な脅威として無視できない状

況にある。今後はこうした新たなリスクにも目を

向け、必要に応じて対応範囲を見直していくこ

とも検討課題となる。今後は、CBRNE に限らず

多様化する健康危機に対応できるよう、他領域

との連携や情報内容の拡充についても検討を

進める必要がある。（但し、MED-ACT を掲載

している H-CRISIS（国立保健医療科学院所



管）が、デジタル庁発足に伴い、予算を前年度

6 月までに申請することが必要になったため、

今後の新規資料掲載については前年度 6 月ま

でに掲載時の仕様含めて調整する必要があり、

より計画的なブラッシュアップが必要となる） 

総 じ て 、 今 回 の 調 査 結 果 は 、 現 状 の

MED-ACT が一定の評価を得ている一方で、

視認性・操作性・機能性のさらなる改善と、利

用場面に応じた柔軟な構成の必要性、そして

対象領域の拡張性といった多面的な視点から、

今後の発展に向けた明確な指針を与えるもの

である。 

 

 CBRNE テロリズム等に係る健康危機管

理体制の国際動向の把握及び国内体制

強化に向けた研究 

 放射線：明石真言 研究分担者 

以上述べた国際機関、NPO、学会等が実施

した研修に参加、また会議に参加した。我が国

の従来の RN 災害やテロに対する医療対応の

研修は、以前はそのほとんどが原子力施設の

ある自治体に限定されていたが、最近は原子

力施設の有無に関係になく参加できる研修が

多く、オールハザードという点も加味されてき

た。 

自然災害に比し CBRNE 事象の頻度は低く、

その対応には専門性が高く専門家の数は限ら

れているのが現状である。一方では、その対応

には他の領域との共通点もあり、経験の情報

共有は非常に重要である。各事象は独立して

起こるとは限らず、複合事象として起こる。東日

本大震災がそうであり、核兵器もその範疇に入

ることは言うまでもない。NCT や日本 CBRNE
学会のように、地味ではあるが、可能な限りの

出せる情報を共有できる機会を作ること、自然

災害も含めたオールハザードの対応が求めら

れる。 

今回も国際原子力機関 IAEA、経済協力開

発機構／原子力機関 the Organization for 
Economic Co-operation and Development 
(OECD) Nuclear Energy Agency (NEA) 、世界

原子力発電事業者協会 The World Association 

of Nuclear Operators (WANO) が運営している

Nuclear Events Web-based System (NEWS)に

よれば、盗難線源や健康影響が現れない程度

の被ばく事故の報告はあるが、それ以上のもの

は な い 。

https://www-news.iaea.org/Default.aspx 

数少ない情報の共有および収集の継続は

不可欠である。 

 

 生物剤及びリスクコミニュケーション：齋

藤智也 研究分担者 

3 年間の研究活動を通じて、今後の生物テ

ロに関する計画的対処を考えるうえで多くの示

唆が得られた。 

海外の生物テロ演習事例は、CBRN 対応にお

けるフォーマルな連携と細部の作り込みが丁

寧に行われており、本気度が高く、過去の演習

で明らかになったギャップを埋めてテストする

位置付けが明確であるとの印象を受けた。これ

らの計画から演習、フィードバックに至るプロセ

スは非常に示唆に富み、国内関係者の動機づ

けに有用であったと考えられる。病原体を専門

的に扱う機関の役割や、保有すべき機能（検

査や検体採取の専門知識、現場に急行可能

な部隊、機微情報扱い）といった点についても

有用な知見であった。日本も要素では引けを

取らないが、“カオスが生じる”ような「本気」の

訓練・演習に真摯に取り組む必要がある。 

現場対処の訓練参加は非常に重要な機会とな

った。各セキュリティ機関の想定する「現場」は

異なることから、演習を通じてイメージを擦り合

わせていく必要がある。また、想定される現場

についてより理解を深め、SOP や特殊な用語、

装備に関する理解を深めることが重要であると



考えられた。 

GHSAG BioWG での議論は、生物テロ対応に

関する全体像の洗い出しと関係機関との役割

分担を明らかにし、連携すべき領域を明確にし

た。また、ドイツの専門家による講義や CrimEpi
ワークショップは、多くのセキュリティ機関と公

衆衛生機関の参加を得て、知見の共有と連携

強化の機会となった。 

引き続き同グループでの情報共有を継続し、

生物テロ対応に関して、警察・消防との情報共

有・強固な連携を推進していく意義がある。今

後もアウトリーチを継続し、消防等との図上演

習に参加して関係を構築しつつ、生物テロ対

処に関する合同演習の企画を検討する必要が

ある。 

 

 化学剤：大西光雄 研究分担者 

化学テロ・化学物質事案において、「覚知」

と初動アセスメントが重要である。各国で

経験した事案から、関係機関としては、中

毒情報センター、公衆衛生、法執行機関、

医療機関等が挙げられ、地域住民とのリス

クコミニケーションが重要であることが示

唆された。現在、多職種・多分野における

「覚知」「連携」「備え」といった多層的な

体制は国際的な課題とされ、整備・構築さ

れつつある。国内において、多職種・多分

野の医療従事者や公衆衛生関係者に対して

オンセットが明らかではない化学物質事案

への対応を含む教育、SNS 解析による覚知

システム、平時からの化学物質情報の可視

化、他機関連携型の BCP・医療体制の整備

といったシステム整備が求められる。また、

この連携体制は化学事案発生時のみならず、

平時から常時連携する体制構築が求められ

ると考えられた。 

 

 

 自衛隊・軍事関連分野における国際

知見（NBC 関連）：木下学 研究分担

者 

R4 年度の MHSRS はコロナ禍の中断を経て

3 年ぶりに開催された。COVID-19 パンデミック

に如何に米国が対応したかのレビュー的な要

素が強かったが、他のウイルスや細菌感染へ

のワクチン開発もしっかりと行っていた。しっか

りとした見解には未だ至っていなかったが、ロ

シアや中国を対抗勢力と定め、認知戦を絡め

た CBRN 脅威というものにも関心を払ってい

た。 

R5 年度の MHSRS ではウクライナ戦争での

米国のウクライナ支援が重要なテーマであった。

1,000 以上の医療施設が物理的に破壊された

が、ロシア軍は医療施設を攻撃の標的にして

いる現状がある。ロシア軍のドローンは医療後

送車を標的にしている。また、ウクライナでは定

時手術や通常の診療がストップしている。酸素

ボンベも欠乏している。燃料の備蓄や入手が

困難になっており、移動や通信が不確実にな

っている。病院ではバックアップの発電機に常

に頼っている状態。公衆衛生的には、人混み

がひどく病気が蔓延する状態になっている。喫

煙や糖尿病、高血圧がウクライナ市民には多

い。メンタルヘルスのケアも必要だ。負傷者は、

情勢が不安定な地域で発生している。従来通

りの地上戦で の負傷者が多い 。衝撃波と

Shrapnel injury（爆弾破片での損傷）の複雑な

負傷だ。熱傷治療も重要だ。実際の治療では、

緊急時の外科資材、鎮痛薬、輸血システムや

キットが深刻な不足に陥っていた。ザポリージ

ャやチェルノービリなどの原発施設での攻防も

伝えられており、負傷者が出ている模様である

が、放射線被ばくなどに関する詳細な報告は

なかった。同様に、マリウポリでのアゾフ廃り製

鉄所の攻防戦では、地下に立てこもるウクライ

ナ軍に対して、ロシア軍の化学剤による攻撃が



容易に想像できたが、これに関する詳細な報

告もなかった。CBRN の脅威はウクライナ戦で

は常に現実的な脅威として存在しているが、詳

細な事実は今後、明らかになって来ると期待す

る。 

 R6 年度の CBD S&T では 1. Organ on a 
chip が微小生体模倣(microphysiological)シス

テムと名を変えて前回の学会よりもさらに多くの

発表がなされていた。しかし、革新的な進歩は

見当たらず、むしろ批判的な質問が散見され

た。2. AI/ML はさらに注目度が増し、これをベ

ースにしたデータサイエンス的な発表が明らか

に増えていた。3.ウエアラブルデバイスも関心

が高く、これと連動したバイオサーベイランスは

話題になっていた。印象に残ったのは、アカデ

ミアの発表よりベンチャー企業からの発表が目

立っていた点だった。米国においてさえも科学

技術の先細り感が感じられた。新型コロナ感染

症や mRNAワクチンに関する発表もほとんどな

く、もはや関心は次の段階へと移っているよう

であった。 

 

 

 医療と法執行機関との連携：若井聡智 

研究分担者、近藤 久禎 分担研究者 

本邦でも昨今、「ふじみ野市散弾銃男立てこ

もり事件」「東京都大田区猟銃男立てこもり事

件」（共に令和４年）、「長野県中野市猟銃男立

てこもり事件」「福岡県糸島市医院立てこもり事

件」「埼玉県蕨市郵便局立てこもり事件」（共に

令和５年）「千葉県船橋市アパート立てこもり事

件」（令和 7 年）など、銃器及び刃器を使用した

立てこもり事件が頻発している。さらには、「安

倍晋三銃撃事件」等の要人を標的とした銃撃

事件など、今後も、同様の事案が増加する可

能性が高いと考えられる。そのため、事態対処

医療の普及と、医療機関と法執行機関、その

他関係機関との連携が急務であると思われる。 

連携体制構築の第一歩として、大阪府にお

ける全災害拠点病院からの大阪 DMAT 派遣

体制は、全国展開のモデルとして非常に意義

深い。今後は、大阪モデルを他都道府県へ展

開し、事態対処医療に精通した人材の育成と

訓練機会の拡充を推進すべきである。併せて、

CSCA 等の標準化を通じて、全国一律の対応

力強化が必要である。 

さらに、医療者に対する事態対処医療の啓

蒙や教育、また CSCA を含む事態対処医療の

全国標準化が実現されれば、武力攻撃事態等

に対する国民保護における医療支援を円滑に

行われると考える。そのため、より多くの医療者

が事態対処医療に精通することは、国民保護

という観点からも極めて重要である。 

 

 国民保護訓練のあり方に関する研究：

若井聡智 研究代表者、近藤 久禎 

分担研究者 

３年間を通じて、国民保護における要配慮

者の避難について検討されるようになった。 

現時点では、要配慮者を７分類し、それぞれの

分類ごとに適切な搬送手段と必要となる人的

資源を検討している段階であるが、人的資源・

輸送力・情報管理システムの整備等において

未だ多くの課題がある。 

対策本部設置など、災害医療のノウハウが国

民保護の枠組みに十分に反映される用にする

ことが重要であると考える。 

 

 CBRNE テロリズムに関連する化学物

質の管理に関する研究：江川 孝 研

究分担者 

 PubMed を 用 い て 「 terrorism 」 及 び

「Chemical agents」のキーワードで、2012 年か

ら 2022 年の 10 年分の文献を検索した結果、

「有機リン化合物（Organophosphate）」と and 検

索で 12 件の論文が該当した。有機リン化合物



の神経剤は、最も致命的で容易に使用できる

化学兵器の一つであり、テロの世界的な脅威

を考えると、有機リン化合物について基本的な

理解を深めておくことが重要である。有機リン

化合物には、サリン（GB）、ソマン（GD）、VX な

どがある。1900 年代前半から半ばにかけて、化

学的に類似した殺虫剤から開発され、その揮

発性と兵器化の可能性が第二次世界大戦中

に利用されたが、戦争中に使用されることはな

かった。神経ガスの最近の使用例としては、

1995 年の地下鉄サリン事件、2017 年の金正男

暗殺事件（VX のバイナリーフォームを使用）が

ある。最近では、セルゲイ・スクリパルやアレク

セイ・ナヴァルニーの暗殺未遂事件で、VX より

も強力な「ノビチョク」が使用されている。G 剤、

V 剤、ノビチョク剤はいずれもアセチルコリンエ

ステラーゼ（ChE）を阻害することで致死的に作

用する。ヒトでのアセチルコリンエステラーゼ作

用の阻害は、神経終末での神経伝達物質であ

るアセチルコリンの分解を阻害するため、急性

ムスカリン様症状（流涎、流涙、排尿、下痢、嘔

吐、気管支漏、気管支攣縮、徐脈、縮瞳など）

及び筋肉の線維束性収縮や筋力低下など一

部のニコチン様症状を引き起こす。これらの症

状は曝露から数日～数週間後に神経障害が

発生する可能性がある。急性ムスカリン様症状

に対しては、試験的なアトロピンの投与が行わ

れる。気管支漏および気管支攣縮は、用量調

節した高用量のアトロピンを投与し、神経筋毒

性にはプラリドキシムヨウ化物の適応となる。有

機リン中毒は有機リン化合物が生体内 ChE に

結合してリン酸化し、アセチルコリンの分解を

阻止することによりアセチルコリンが蓄積して中

毒症状を起こす。プラリドキシムヨウ化物は、こ

のリン酸エステルを ChE より離脱させ、ChE 

の酵素活性を回復させる。しかし、日本の保険

診療においてサリンの解毒剤とされる「パム（プ

ラリドキシムヨウ化物）静注 500mg」は、サリン

への適応がないことや筋注ができないこと等の

問題がある。一方、「terrorism」及び「Chemical 
agents」のキーワードと「Fentanyl」の and 検索で

は、4 件の論文が該当した。フェンタニル誘導

体は、我が国で、全身麻酔、保険適用の範囲

で全身麻酔における鎮痛、局所麻酔における

鎮痛の補助及び激しい疼痛(術後疼痛、癌性

疼痛なで)に対する鎮痛に対してフェンタニル

が使用される。フェンタニル中毒（過量投与）の

症状は、薬理作用の増強により重篤な換気低

下を示す。換気低下又は無呼吸の場合には酸

素吸入を行い、必要 に応じて呼吸の補助又

はコントロールを行う。呼吸抑制は麻薬拮抗剤

の作用より長く続くおそれがあるため、必要に

応じて麻薬拮抗剤(ナロキソン、レバロルファン

等)の投与を行う。ナロキソンは、オピオイド受

容体において麻薬性鎮痛剤の作用を競合的

に拮抗することにより、これらの薬剤（フェンタ

ニル）に起因する呼吸抑制等の作用を改善す

る。我が国では、処方箋医薬品であり、処方箋

により使用される。しかし、アメリカでは薬物の

過量投与による死亡例が 1999 年以降倍増し

ており、2013 年には 43,982 例の死亡が報告さ

れている。これらのうち、オピオイド鎮痛薬の処

方による死亡例は 16,235 例(37％、オキシコド

ン、ヒドロコドンなど)、ヘロインによるものは

8,257 例(19％)であった。薬物使用者および家

族や友人の薬物過量摂取を把握した場合、地

域ベースの過量摂取予防プログラムとして、専

門家ではない一般人に対し、ヘロインやオピオ

イドによる致死的な呼吸抑制を改善するオピオ

イド拮抗薬であるナロキソンのキットを配布し、

使用法の練習が提供されている。 

有機リン化合物およびカーバメート化合物は、

消化管、肺および皮膚から吸収される。血漿お

よび赤血球コリンエステラーゼを阻害してアセ

チルコリンの分解を妨げ、アセチルコリンがシ

ナプスに蓄積する。カーバメート化合物は、曝



露から約 48 時間以内に自然に消失するが、有

機リン化合物はコリンエステラーゼに不可逆的

に結合する。治療には、アトロピンが気管支攣

縮および気管支漏の軽減のために十分な量で

投与され、神経筋症状の軽減するためにプラリ

ドキシムヨウ化物がアトロピンの後に投与される。

また、ベンゾジアゼピン系薬剤が痙攣発作に

対して使用される。シアン(C N -)は、3 価の鉄

イオン(F e3 +)と強い親和性を持ち、ミトコンドリ

ア内呼吸酵素であるシトクロム酸化酵素の

Fe3+と結合して酸化的リン酸化能を阻害する。

その結果、細胞内ミトコンドリア内におけるブド

ウ糖からのエネルギー産生が停止して酸素が

組織に供給されても利用できない組織酸素代

謝失調を引き起こす。シアン中毒では、解毒療

法として亜硝酸・チオ硫酸療法が確立されてい

る。亜硝酸・チオ硫酸療法は、酸化剤として亜

硝酸アミルや亜硝酸ナトリウムを投与することに

より、人為的にヘモグロビンの Fe2＋を Fe3＋

（メトヘモグロビン）に変え、シアンメトヘモグロ

ビンを形成させ、シアンとシトクロムオキシダー

ゼのFe3＋との結合を解離させる。さらに、亜硝

酸アミルや亜硝酸ナトリウムに加えてロダネー

ゼの基質としてチオ硫酸ナトリウムを投与し、メ

トヘモグロビンと結合したシアンをチオシアン酸

に変化させて尿中へ排泄する。しかし、チオ硫

酸ナトリウムは、作用発現が遅いため、亜硝酸

ナトリウムあるいはヒドロキソコバラミンとの併用

が推奨されている ヒドロキソコバラミンは、分子

の三価のコバルトイオンに結合している水酸イ

オンとシアンイオンが置換することにより、シア

ノコバラミンが形成され、尿中に排泄される。ジ

メルカプロールは、金属イオンに対する親和性

が強く、体内の諸酵素の SH 基と金属イオンの

結合を阻害する。また、既に結合が起こってい

る場合、金属と結合して体外への排泄を促進

し、阻害されていた酵素の活性を賦活する効

果を示す。ジメルカプロールは、ヒ素、水銀、鉛、

銅中毒に有効であることが確認されており、金、

ビスマス、クロム、アンチモンによる中毒の毒性

を低下させるがウラニウムには無効である。ペ

ニシラミンは、鉛・水銀・銅などの重金属とキレ

ート化合物を生成しその排泄を促進させる。ウ

イルソン病の治療では、ペニシラミン 2 分子が

血清銅 1 分子と 結合して可溶性のキレート

を形成し、尿中排泄を促進する。プルシアンブ

ルーは、腸管内で放射性セシウムおよびタリウ

ムを捕獲し、体内に再吸収されないように働き、

捕獲された放射性セシウムおよびタリウムはそ

のまま腸管内を移動し、便として体外へ排泄さ

れる。メチレンブルー（メチルチオニニウム塩化

物）はメトヘモグロビン形成物質によるメトヘモ

グロビン血症に対して用いられる。メチルチオ

ニニウム塩化物は、赤血球において、NADPH
還元酵素存在下でメチルチオニニウム塩化物

により生成したロイコメチレンブルーが、メトヘ

モグロビンをヘモグロビンに還元して、メトヘモ

グロビン血症を改善する。ホメピゾールは、肝

臓アルコールデヒドロゲナーゼによるエチレン

グリコールあるいはメタノールの代謝を阻害し、

それらから生成されるグリコール紗案、ギ酸、シ

ュウ酸などの有害な代謝物の生成を抑制する

ことにより、エチレングリコール中毒あるいはメ

タノール中毒における中毒症状を改善する。

医薬品の使用期限は、製造された後にその安

全性や有効性が保証される期間を指す。一般

的に、医薬品の使用期限は製造日から数年間

とされているが、具体的な期間は製品や成分

によって異なる。一般的に、使用期限は、安全

性の確保、有効性の確保、安定性の確保の要

素を考慮して決定される。製造業者は、通常の

保存条件での安定性テストに加えて、加速試

験を行うことがある。加速試験により、製品の長

期間の安定性を予測し、使用期限が決定され

る。 

わが国では、原子力災害が発生した場合に



備えて原子力災害医療を適切に実施するため、

都道府県、原子力発電所が設置してある地方

自治体、消防機関、原子力事業者及び高度被

ばく医療支援センターなどは、その役割に応じ

て要員や資機材の確保、訓練の実施など、あ

らかじめ必要な体制が整備されている。高度被

ばく医療支援センター（弘前大学、福島県立医

科大学、量子科学技術研究開発機構、福井大

学、広島大学、長崎大学）は、平時では主に高

度専門教育研修等を行うとともに、原子力災害

時には原子力災害拠点病院では対応できな

い高度専門的な診療及び原子力災害拠点病

院等への医療支援等を行う。また、原子力災

害医療・総合支援センターは、平時では主に

原子力災害拠点病院に対する支援や関連医

療機関とのネットワークの構築を行うとともに、

原子力災害時には原子力災害医療派遣チー

ムの派遣調整等を行う。原子力災害が発生し

た場合、被ばく傷病者等への対応が想定され

ることから、都道府県、消防機関、自衛隊、原

子力事業者及び防災関係機関は、その役割

に応じて避難退域時検査や簡易除染、高線量

被ばく傷病者等の治療を行う高度被ばく医療

支援センターなどへの搬送などの医療活動を

実施する。都道府県薬剤師会は、都道府県の

要請により災害薬事コーディネーターを県の災

害対策本部に設置される保健医療福祉調整

本部に派遣し、災害支援薬剤師の派遣調整を

行う。また、災害支援薬剤師は指定避難所など

に隣接する場所に設置される避難退域時検査

会場や指定避難所に派遣される避難退域時

検査班、医療救護班、健康管理班の一員とし

て救護活動にあたる。安定ヨウ素剤の配布に

当たっては、事前配布の場合は医師の関与の

元で配布、緊急配布の場合は地方公共団体

職員等が配布するとしているが、平時の計画に

おいてはできる限り医師や薬剤師が関与する

体制整備を求めている。また、都道府県薬剤

師会は、原子力災害が発生した場合に住民等

の放射線被ばくに関する不安への対応のため、

心身の健康に関る相談体制がとられる。原子

力災害により放射性物質が周辺環境に放出さ

れた場合、放射性物質のうち放射性ヨウ素が

吸入、経口摂取等により体内に取り込まれると、

放射性ヨウ素は甲状腺に選択的に集積するた

め、放射性ヨウ素による内部被ばくの影響によ

り数年から数十年後に甲状腺がん等を発症す

るリスクが上昇する。また、その影響は年齢が

低いほど大きいとされている。放射性ヨウ素に

よる甲状腺の内部被ばくは、安定ヨウ素剤を適

切なタイミングで服用することにより予防又は低

減をすることができる。ただし、安定ヨウ素剤の

効能又は効果は放射性ヨウ素による甲状腺の

内部被ばくの予防又は低減をすることのみで

あり、放射性物質に対する万能の治療薬では

ない。安定ヨウ素剤は甲状腺以外の内部被ば

く及び希ガス等による外部被ばくには全く効果

がなく、避難、一時移転、屋内退避、飲食物の

摂取制限等の他の防護措置と組み合わせて

活用することが重要である。安定ヨウ素剤の服

用は、その効果を最大限に生かすため、40 歳

未満の者を対象として原則１回のみの服用とな

る。特に新生児、乳幼児や妊婦の服用を優先

させる。なお、40 歳以上については、放射線

被ばくにより誘発される甲状腺発ガンのリスク

が認められないことから服用の対象とならない

ため、被災地の人口特性を考慮した備蓄が求

められる。安定ヨウ素剤の副作用は、急性のア

レルギー反応と甲状腺ホルモンの分泌異常に

よる中長期的な健康影響が考えられる。ヨード

系造影剤により引き起こされるようなアナフィラ

キシーショックを含むアレルギー反応は、ヨウ素

含有量や投与方法等が異なり、安定ヨウ素剤

の服用で生じる可能性は極めて低い。また、安

定ヨウ素剤に含まれるヨウ化カリウムによりアレ

ルギー症状が生じる可能性は 極めて低く、ヨ



ウ化カリウム以外の添加物についても、他の薬

剤及び食品添加物として汎用されている使用

実績や、含有量が微量である点からも安全性

は極めて高いといえる。甲状腺ホルモンの分

泌異常による中長期的な健康影響についても、

単回服用で生じる可能性は極めて低い。アナ

フィラキシーショックを含む急性のアレルギー

反応は極めてまれだが、救護所等での体制整

備や受入れ可能な医療機関との連携等に努

め、適切な対応をとる必要がある。また、甲状

腺ホルモンの分泌異常による中長期的な健康

影響は、妊婦の単回服用の場合、一般成人の

データによると甲状腺機能は正常範囲内の一

過性の変化であると考えられ、経過観察を優

先すべき対象者は新生児となる。服用後数日

以降の経過観察について、特に新生児が服用

した場合の甲状腺機能低下症については配

慮が必要であり、血液検査等による確認を行う

ことが考えられる。安定ヨウ素剤の服用トリアー

ジ（優先順位の決定）も、災害時には考慮され

るべきである。 

 

 ＮＢＣ診断・治療 に関する研究：竹

島 茂人 研究分担者 

 C 剤検知紙の入手は、米アマゾンからのネッ

ト購入は可能であった。更に、陸上自衛隊関

係者からの情報で、東洋紡株式会社から入手

可能の情報があり、問い合わせたところ、県立

病院からの購入も可能であった。各種情報は、

鵜呑みにすることなく確認が必要と考えられ

た。 

 

Ｅ．結論 

 ３年間の研究を通じて、放射線危機管理分

野において、IAEAやWHO等の国際機関の研

修・会議を通じて放射線災害医療の最新知見

を収集し、国内研修への応用可能性を検討し

た。放射線被ばく時の対応医薬品や人材育成

プログラムの必要性を指摘し、放射線分野に

おける多職種連携教育の重要性を訴えた。 

生物テロとリスクコミュニケーション分野では、

GHSAG BioWG の共同議長として、国際会合

を通じて生物テロに関する知見を発信した。日

本国内では消防・自衛隊等と合同訓練を実施

し、公衆衛生と治安機関の連携課題を洗い出

した。今後の対処戦略と訓練モデル構築が求

められる。 

化学物質と薬事制度においては、フェンタニル

誘導体や有機リン系神経剤など新たな化学的

脅威の調査を実施し、これらへの備えとして中

毒情報センターの整備、解毒薬の供給体制、

関連法制度の強化が不可欠とされた。インフォ

サーベイランスによる早期検知の必要性も提

起された。 

NBC 診断・治療資機材においては、化学剤の

現場対応に必要な検知紙や拮抗薬の国内調

達状況を調査した。自動注射器や除染資材の

供給に関する課題を整理し、CBRNE 医療資機

材の整備指針構築の必要性を指摘した。特に

現場実用性を重視した対応が必要である。 

軍事医学・NBC 国際技術の動向では、米国で

の軍事医学会議や国防機関主催の技術会議

に参加し、AI、バイオセンサー、ウェアラブル機

器を用いた CBRNE 対応の技術動向を調査し

た。ウクライナ支援やCOVID-19の対応事例か

ら、軍事・民間医療の連携の重要性を指摘し

た。 

医療・法執行機関連携／国民保護においては、

大阪 DMAT と警察の連携による「大阪モデル」

を確立し、事態対処医療の即応体制を構築し

た。さらに、沖縄県先島諸島での国民保護に

おける要配慮者避難訓練では属性別 7分類に

基づく搬送資源の試算がなされ、地域間連携

と人的資源配置の課題を明確化した。また、

CBRNE テ ロ 対 応 の 実 務 支 援 ツ ー ル

「MED-ACT」の改訂を行い、特に実務的有用



性と視認性の向上に努めた。WEB アンケート

による評価では内容面への高評価が得られた

一方、ユーザーインターフェースや検索機能

には改善余地が指摘された。緊急時に即応で

きるツールとしてさらなる改修が求められる。 
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難民への人道的支援におけるロジスティッ

クス活動，第 28 回日本災害医学会総会・

学術集会，岩手，2023 年 3 月 10 日 

11) パネルディスカッション 19：災害時の医薬

品供給体制について〜薬事コーディネー

ターの役割と必須医薬品〜，災害時の薬

剤師活動マニュアルの作成と体制整備に

ついて，第 28 回日本災害医学会総会・学

術集会，岩手，2023 年 3 月 10 日 

12) 学会主導研究委員会企画：災害医学研

究をしたくなる！，適切な薬物療法を提供

するためのストラテジー，第 28 回日本災

害医学会総会・学術集会，岩手，2023 年

3 月 11 日 

13) 口演 50，モルドバ国内の仮設診療所にお

けるウクライナ避難民を対象にした医薬品

の使用動向調査，第 28 回日本災害医学

会総会・学術集会（2023 年 3 月 9 日〜11
日）、岩手 

14) 近年の災害における被災地域での 医薬

品供給体制の新展開、日本学術会議公

開シンポジウム・第 15 回防災学術連携

シンポジウム 「気候変動がもたらす災害

対策・防災研究の新展開 」，オンライン，

2023 年 4 月 11 日 

15) 被災地における薬剤師の役割，第 7 回日

本老年薬学会学術大会，福岡，2023 年 5
月 20 日 

16) 国際的人道支援における医療支援，日本

災害医学会学生部会九州支部第 8 回災

害医療セミナー，福岡，2023 年 6 月 24 日 

17) Pharmaceutical Response to Medical 
Relief Operations for Ukrainian Refugees 
in Moldova，Forbidden City International 
Pharmacist Conference (2023)，オンライン，

2023 年 7 月 11 日 

18) 薬剤師のための災害対策マニュアル改定

と 令和 5 年 7 月九州北部豪雨災害での

検証，第 56 回日本薬剤師会学術大会，

和歌山，2023 年 9 月 17 日 

19) Pharmaceutical responses to Ukrainian 

Refugees in Moldova，81st FIP WORLD 

CONGRESS OF PHARMACY AND 

PHARMACEUTICAL SCIENCES，ブリス

ベン，2023 年 9 月 27 日 

20) Development of Disaster Pharmaceutical 
Care Training Programs for Pharmacist，
2023 29th FAPA，台湾，2023 年 10 月 27
日 

21) International Session; Survey on trends in 



the use of the OTC drug in the recovery 

accommodation facilities for Covid-19 

patients，The 33rd Annual Meeting of the 

Japanese Society of Pharmaceutical Health 

Care and Science，仙台，2023 年 11 月 3
日 

22) International Session; Strategies for 
disaster relief responses by pharmacy 

students in a disaster situation，The 33rd 

Annual Meeting of the Japanese Society of 
Pharmaceutical Health Care and Science，

仙台，2023 年 11 月 3 日 

23) 救命救急センターにおける外傷患者の

Augmented Renal Clearance の発現率，第

33 回日本医療薬学会年会，仙台，2023
年 11 月 3 日 

24) 国際人道支援における薬剤師の役割，第

56 回東海薬剤師学術大会，四日市，2023
年 12 月 3 日 

25) パネルディスカッション；薬剤師のための

災害対策マニュアル改定と災害薬事コー

ディネーターの役割，第 29 回日本災害医

学会総会・学術集会，京都，2024 年 2 月

22 日 

26) パネルディスカッション；令和５年九州北部

豪雨災害における災害薬事コーディネー

ターの活動，第 29 回日本災害医学会総

会・学術集会，京都，2024 年 2 月 23 日 

27) パネルディスカッション；災害研修におけ

るスプレッドシートを活用したクロノロ共有

システムの実証実験，第 29 回日本災害医

学会総会・学術集会，京都，2024 年 2 月

23 日 

28) シンポジウム；災害対策マニュアル改訂の

経緯と全般的な解説，第 11 回日本災害

医療薬剤師学会学術大会，北見，2024 年

3 月 16 日 

29) 災害時医療体制の法的背景と医薬品供

給，第 15 回日本プライマリ・ケア連合学会

学術大会，浜松，2024 年 6 月 8 日 

30) 南海トラフ地震に備えて 災害薬事コーデ

ィネーターに期待される役割，Miyazaki 
Pharmacist Meeting 2024，宮崎，2024 年 7
月 7 日 

31) CBRNE 災害において化学テロに用いら

れる物質とその拮抗薬，第 1 回 NBC ネット

ワーク専門家会合，東京，2024 年 8 月 1
日 

32) Development of an information sharing 

system for the status of activities during 

disasters, FAPA2024, Seoul, 2024 年 11 月

1 日 

33) Activities by community pharmacy 

pharmacists in health counseling sessions 
for the elderly based on regional medical 
cooperation, The 34th Annual Meeting of 
the Japanese Society of Pharmaceutical 
Health Care and Science, Chiba, 2024 年

11 月 2 日 

34) Study on the Usefulness of Leucine-rich 

α2 glycoprotein as a biomarker in 

Cerebral Infarction Patients, The 34th 

Annual Meeting of the Japanese Society of 
Pharmaceutical Health Care and Science, 

Chiba, 2024 年 11 月 2 日 

35) Algorithm for Cold Symptom 

Recommendations Based on a Survey of 
OTC Drug Use Trends in COVID-19 

Accommodation Care Facilities, The 34th 

Annual Meeting of the Japanese Society of 
Pharmaceutical Health Care and Science, 

Chiba, 2024 年 11 月 2 日 

36) 団地居住高齢者を対象とした定期健康相

談会の取り組み（第１報）−AGEs 測定によ

る 食生活への関心の高まり−，第 34 回日

本医療薬学会年会，幕張，2024 年 11 月 3



日 

37) 大規模災害時への備え、 薬剤師に求め

られる責務と覚悟，長崎県病院薬剤師会

令和 6 年度第 5 回学術講演会，オンライ

ン，2024 年 11 月 15 日 

38) The Japan Pharmaceutical Association’s 
response to the Noto Peninsula earthquake 

of 2024, APCDM2024, Seoul, 2024 年 11
月 26 日 

39) 災害時の医薬品供給の現状と課題，第 45
回メディコピア教育シンポジウム「災害医

療の最前線」，東京，2025 年 1 月 19 日 

40) 災害対応で受援薬剤師に求められる責務

と覚悟，第 57 回北陸信越薬剤師学術大

会，石川，2025 年 2 月 23 日 

41) 健康サポート薬局薬剤師を中心とした多

職種連携による団地居住高齢者に対する

定期的な健康相談会の取り組み，第 35 回

日本老年医学会 九州地方会，福岡，

2025 年 3 月 1 日 

42) 団地居住高齢者を対象とした定期健康相

談会の取り組み（第 2 報）―健康アカデミ

ー通信，健康レシピの考案―，第 35 回日

本老年医学会 九州地方会，福岡，2025
年 3 月 1 日 

43) パネルディスカッション 7：災害薬事対応

と薬剤師のための災害対策マニュアル改

訂，第 30 回日本災害医学会総会・学術集

会記念大会，名古屋，2025 年 3 月 6 日 

44) 特別企画 能登半島地震を振り返る 2: 

すべての被災者へ医薬品を届けるために，

第 30 回日本災害医学会総会・学術集会

記念大会，名古屋，2025 年 3 月 6 日 

45) パネルディスカッション 1 ：日本プライマ

リ・ケア連合学会災害支援チーム Primary 

Care Assistance Team の発足と 多機関

連携への取り組み，第 30 回日本災害医

学会総会・学術集会記念大会，名古屋，

2025 年 3 月 6 日 

46) 災害薬事コーディネーター研修における

クロノロジー共有アプリの実証実験，第 30
回日本災害医学会総会・学術集会記念

大会，名古屋，2025 年 3 月 6 日 

47) 大規模災害時の医薬流通に関する根本

的な課題の解決に向けて～薬 DIG の成

果と課題～，第 30 回日本災害医学会総

会・学術集会記念大会，名古屋，2025 年

3 月 6 日 

48) 災害時「食べる」連携研修コース

（D-EATs）設立に向けた試み，第 30 回日

本災害医学会総会・学術集会記念大会，

名古屋，2025 年 3 月 6 日 

49) ンターネット上における医薬品過剰摂取

に関する情報検索行動の解析，第 30 回

日本災害医学会総会・学術集会記念大

会，名古屋，2025 年 3 月 6 日 

50) 災害時医薬品在庫管理アプリ

「MedStock」の構築，第 30 回日本災害医

学会総会・学術集会記念大会，名古屋，

2025 年 3 月 7 日 

51) 卒前教育としての災害ロジスティクスにお

ける多職種連携教育の効果，第 30 回日

本災害医学会総会・学術集会記念大会，

名古屋，2025 年 3 月 8 日 

52) 和 6 年能登半島地震における災害薬事

コーディネーター業務，第 30 回日本災害

医学会総会・学術集会記念大会，名古屋，

2025 年 3 月 8 日 

53) 災害医療ロジスティクス演習から考える多

職種連携における薬剤師の役割，第 30
回日本災害医学会総会・学術集会記念

大会，名古屋，2025 年 3 月 8 日 

54) 履修者として関わった医系学生災害医療

ロジスティクス演習で得られたもの，第 30
回日本災害医学会総会・学術集会記念

大会，名古屋，2025 年 3 月 8 日 



55) 日本国内における薬物乱用防止啓発活

動が人々の関心に与える影響，日本薬学

会第 145 年会，福岡，2025 年 3 月 27 日 

56) 日本国内でのオーバードーズ関連情報の

検索行動解析，日本薬学会第 145 年会，

福岡，2025 年 3 月 27 日 

 

（齋藤智也）  

1) 北山明子,高橋健一郎,太田雅之,村上耕

介,齋藤智也. 国立感染症研究所感染症

危機管理研究センターのセキュリティ機関

との連携・協力活動(2023 年 4 月〜2024 年

12 月)について.第 30 回日本災害医学会

総会・学術集会.名古屋.2025 年 3 月. 

2) 北山明子,濵田優一,高橋健一郎,太田雅

之,村上耕介,石原朋子,齋藤智也. 国立感

染症研究所感染症危機管理研究センター

のセキュリティ部門との連携・協力について.

第 29 回日本災害医学会総会・学術集会.

京都.2024 年 2 月. 

3) 齋藤智也. 生物テロを想定した海外の演

習事例について.令和４年度第１回 NBC ネ

ットワーク専門家会合.2023 年 2 月.  

 

（若井聡智） 

1) 若井聡智 近年の災害医療支援の考え

方，第 30 回日本輸血・細胞治療学会 

秋季シンポジウム，長崎，2023 年 10 月

27 日 

2) 若井聡智 武力攻撃事態を想定した輸

血医療の備え，第 30 回日本輸血・細胞

治療学会 秋季シンポジウム，長崎，

2023 年 10 月 27 日 

3) 若井聡智 武力攻撃事態対応訓練にお

ける災害医療の立場からの提案, 第 28
回日本災害医学会総会・学術集会,岩手, 

2023 年 3 月 9 日 

4) 若井聡智 我々が実施している事態対

処医療の現状と展望, 第 29 回日本災害

医学会総会・学術集会,京都, 2024 年 2
月 22 日 

5) 若井聡智 武力攻撃予測事態訓練にお

ける 離島からの要配慮者避難に対する

災害医療支援, 第 29 回日本災害医学

会総会・学術集会,京都, 2024 年 2 月 22
日 

6) 若井聡智 武力攻撃事態等に対応する

ために求められる医療，第 52 回日本救

急医学会総会・学術集会，仙台，2024 年

10 月 14 日 

7) 若井聡智 本邦における事態対処医療

の取り組みにおける提案，第 27 回日本

臨床救急医学会総会・学術集会，鹿児

島，2024 年 7 月 19 日 

8) 若井聡智 災害医療から見た紛争地域

支援,第 30 回日本災害医学会総会・学

術集会，名古屋，2025 年 3 月 6 日 

 

 



資料 1 アンケート項目 
 
【職種】 
医師・看護師・薬剤師・臨床検査技師・放射線技師・救急救命士・その他コメディカル・事
務・その他 
 
【勤務先】 
医療機関・研究教育機関・実働機関（消防・警察等）・その他 
 
【Q1】総論部分は、臨床現場で活用する際の内容として十分ですか？ 

 専門的すぎる 
 丁度良い 
 内容が不足している 

※Q1で内容不足とご回答頂いた方は、具体的な項目・内容もご回答ください。 
 
【Q2】総論部分は、臨床現場で活用する際に読みやすい・見やすいですか？ 

 読みやすい・見やすい 
 普通 
 読みにくい・見にくい（具体的な理由・箇所：  ） 

※Q2で読みにくい・見にくいとご回答頂いた方は、具体的な理由・箇所もご回答くださ
い。 
 
【Q3】各論（化学テロ）部分は、臨床現場で活用する際の内容として十分ですか？ 

 専門的すぎる 
 丁度良い 
 内容が不足している 

※Q3で内容不足とご回答頂いた方は、具体的な項目・内容もご回答ください。 
 
【Q4】各論部分（化学テロ）部分は、臨床現場で活用する際に読みやすい・見やすいです
か？ 

 読みやすい・見やすい 
 普通 
 読みにくい・見にくい（具体的な理由・箇所：  ） 

※Q4で読みにくい・見にくいとご回答頂いた方は、具体的な理由・箇所もご回答くださ
い。 
 
 
 
 



【Q5】各論（生物テロ）部分は、臨床現場で活用する際の内容として十分ですか？ 
 専門的すぎる 
 丁度良い 
 内容が不足している 

※Q5で内容不足とご回答頂いた方は、具体的な項目・内容もご回答ください。 
 
【Q6】各論部分（生物テロ）部分は、臨床現場で活用する際に読みやすい・見やすいです
か？ 

 読みやすい・見やすい 
 普通 
 読みにくい・見にくい 

※Q6で読みにくい・見にくいとご回答頂いた方は、具体的な理由・箇所もご回答くださ
い。 
 
【Q7】各論（核・放射線テロ）部分は、臨床現場で活用する際の内容として十分ですか？ 

 専門的すぎる 
 丁度良い 
 内容が不足している 

※Q7で内容不足とご回答頂いた方は、具体的な項目・内容もご回答ください。 
 
【Q8】各論部分（核・放射線テロ）部分は、臨床現場で活用する際に読みやすい・見やす
いですか？ 

 読みやすい・見やすい 
 普通 
 読みにくい・見にくい 

※Q8で読みにくい・見にくいとご回答頂いた方は、具体的な理由・箇所もご回答くださ
い。 
 
【Q9】各論（爆発テロ）部分は、臨床現場で活用する際の内容として十分ですか？ 

 専門的すぎる 
 丁度良い 
 内容が不足している 

※Q9で内容不足とご回答頂いた方は、具体的な項目・内容もご回答ください。 
 
【Q10】各論部分（爆発テロ）部分は、臨床現場で活用する際に読みやすい・見やすいで
すか？ 

 読みやすい・見やすい 
 普通 
 読みにくい・見にくい 

※Q10 で読みにくい・見にくいとご回答頂いた方は、具体的な理由・箇所もご回答くださ
い。 



【Q11】PWA機能（オフラインでも資料閲覧が可能な機能）は有用ですか？ 
 有用である 
 機能自体は有用だが使いにくい 
 不要である 
 使っていないのでわからない 

※Q11 で使いにくいとご回答頂いた方は、具体的な理由・箇所もご回答ください。 
 
【Q12】ユーザープロファイル機能（ユーザー別に各資料及び個別項目をピックアップし
て表示）は有用ですか？ 

 有用である 
 機能自体は有用だが使いにくい 
 不要である 
 使っていないのでわからない 

※Q12 で使いにくいとご回答頂いた方は、具体的な理由・箇所もご回答ください。 
 
【Q13】単語からのページ移動機能は有用ですか？ 

 有用である 
 機能自体は有用だが使いにくい 
 不要である 
 使っていないのでわからない 

※Q13 で使いにくいとご回答頂いた方は、具体的な理由・箇所もご回答ください。 
 
【Q14】引用文献の掲載元等へのハイパーリンク追加は有用ですか？ 

 有用である 
 機能自体は有用だが使いにくい 
 不要である 
 使っていないのでわからない 

※Q15 で使いにくいとご回答頂いた方は、具体的な理由・箇所もご回答ください。 
 
【Q15】検索機能は有用ですか？ 

 有用である 
 機能自体は有用だが使いにくい 
 不要である 
 使っていないのでわからない 

※Q15 で使いにくいとご回答頂いた方は、具体的な理由・箇所もご回答ください。 
 
 
 
 
 
 



【Q16】MED-ACTを CBRNEテロ等発生時の対応資料として活用したいですか？ 
 活用したい 
 活用したくない 
 わからない 

※Q16 で活用したくないとご回答頂いた方は、具体的な理由・箇所もご回答ください。 
 
【Q17】ご意見・お気づきの点等ございましたら、ご記入ください。 
 
 



　　　化学剤検知紙【取扱説明書】

１．　はじめに

　本製品をお買い上げいただき、誠にありがとうございます。本製品を安全にご使用いただくため、

ご使用になる前に本取扱説明書をよくお読みいただき、正しくご使用ください。お読みになった後

もお手元に保管ください。

２．　概要

　化学剤検知紙は、化学兵器と言われるような毒性の極めて高い特定化学物質の存在或いは

種類を、その汚染環境下で速やかに認識し、事後の対応を迅速に行うために開発された、軽易

な検知アイテムです。

３．　諸元

　　　　　表　諸元表

項　　目

検知限界 ～０．０１μＬ（液滴） ＊目視判定

発色時間 ５秒以内（付着後）

びらん剤 マスタードガス（Ｈ剤） 赤色

神経剤 サリン，タブン，ソマン（Ｇ剤） 赤みの黄色（橙色）

ＶＸガス（Ｖ剤） 暗青（群青）色

粘着式（裏面粘着テープ）

小型軽量 小冊子型 質量：７±２g

（２枚／冊，２片／枚：計４片）

４．　使用要領

本製品の使用要領（例）を以下に示します。

①化学剤に対応した防護マスク、防護衣、手袋、シューズ等の適切な保護具を着用する。

②台紙から検知紙を引き剥がし、被服や装備品に貼り付ける。

③化学剤により発色点が現れたら、表紙裏の標準発色と比較し、化学剤の種類を特定する。

　　　　図　使用イメージ

諸　　　　　　　　　　元

検知性能

識別性能

その他



５．　注意事項

　お使いになる人や他の人への危害を未然に防止するため、必ずお守りいただく注意事項を

「⚠警告」「⚠注意」として記載しています。誤った取り扱いをした時に、重症や後遺症の重大な

結果に結びつく可能性が大きいものを、特に「⚠警告」としていますが、「⚠注意」の事項でも、

状況によっては重大な結果に結びつく可能性があります。いずれも安全に関する重要な内容

ですので、必ず遵守してください。

●使用上のご注意

●廃棄上のご注意

⚠注意

●保管・輸送上のご注意

東洋紡株式会社

機能繊維ＡＣ事業部

〒104-8345　東京都中央区京橋一丁目１７番１０号

TEL：(03)6887-8813，FAX：(03)6887-8900

使用後の本製品は、化学剤を吸収していますので、廃棄に当たっては、廃棄物
処理業の免許を持つ専門業者にご相談の上、廃棄してください。

性状変化を避けるため、常温で直射日光を遮断できる室内（高温・多湿を避け
て）で保管してください。

火気のない安全な場所で保管してください。万一着火した場合は、水噴霧、二
酸化炭素、粉末、泡消火剤等にて消火してください。

⚠注意

化学剤に対応した防護マスク、防護衣、手袋、シューズ等の適切な保護具を着
用して本製品をご使用ください。

本製品は、液状の化学剤が対象です。ガス状の化学剤については検知困難で
す。また、指定された化学剤にのみ発色するのではなく、類似した化学的性質
を有する物質に対して似た呈色を示すことがあります。使用状況或いは環境に
応じて他の検知手段との併用による確認を実施してください。

⚠警告

MHS2023-0080
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